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ⅠⅠ--11--11--1  1  ＩＰマルチキャスト・地デジ再送信についての考え方ＩＰマルチキャスト・地デジ再送信についての考え方

第３章 「通信・放送融合」の成果の積極的活用

Ⅰ 基本的な考え方

（略）

Ⅱ 伝送路の融合

（略）

１ 基本的な考え方
地上波は、「誰でも容易にアクセス可能」で「同時性・同報性」にも優れ、かつ「安価」
で「安定」した伝送手段であることが過去数十年の実績によって立証されており、基
幹メディアである地上放送の伝送手段には最もふさわしいものと考えられる。した
がって、地上デジタル放送の伝送路地上デジタル放送の伝送路については、アナログ放送の時代と同様、今後今後
とも、地上波中継局によることを原則とすべきである。とも、地上波中継局によることを原則とすべきである。
しかしながら、2011年まで僅か６年を残すのみであり、前述したとおり、2011年アナ

ログ停波の円滑な実現には、それ以前に十分な時間的余裕をもって、所要のすべ
ての措置を終了することが必要となる。こうした状況にあっては、地上波中継に「並
行」あるいは「代替」し得る伝送手段について、各々の伝送手段を担う事業者間の各々の伝送手段を担う事業者間の
「公平な競争」の担保に配意しつつ、あらゆる選択肢を検討し、可能なものは直ちに「公平な競争」の担保に配意しつつ、あらゆる選択肢を検討し、可能なものは直ちに
実行することが不可欠実行することが不可欠である。

（略）

２ ＩＰ伝送

(1) 基本的な考え方

（略）

ＩＰは、回線の効率的な使用を可能とする優れた伝送方式の一つＩＰは、回線の効率的な使用を可能とする優れた伝送方式の一つであり、公衆通信

網において、そのＩＰ化が現在急速に進展していることは既に指摘したとおりである。

したがって、ＩＰマルチキャストを用いた光ファイバ等の通信インフラ（以下「ＩＰインフ

ラ」という。）については、地上波放送と同等のサービス実現に必要な一定の条件が

満たされた場合には、条件不利地域に限らず、地上デジタル放送を視聴者まで配条件不利地域に限らず、地上デジタル放送を視聴者まで配

信する伝送路として積極的に活用すべきであり、政府としては、技術・制度の両面信する伝送路として積極的に活用すべきであり、政府としては、技術・制度の両面

から、これを促進するための環境整備に努めていくことが必要と考える。から、これを促進するための環境整備に努めていくことが必要と考える。

(2) 第１次中間答申との関係

（略）

(3) ＩＰインフラを用いた地上波再送信（以下「ＩＰ再送信」という。）の実現に向けた

目標
ＩＰインフラの利用に関する当審議会の考え方と、そこに至る経緯については、おお
むね以上のとおりである。こうした経緯と、本項冒頭に示した地上放送の伝送路に
関する基本的な考え方を踏まえた上で、当審議会としては、、ＩＰ再送信については、ＩＰ再送信については、
20082008年中に、年中に、HDTVHDTV品質によって、全国で開始することを目標として、政府及び放品質によって、全国で開始することを目標として、政府及び放

送事業者その他の関係者が所要の取組を推進すべきであると考える。送事業者その他の関係者が所要の取組を推進すべきであると考える。

そして、ＩＰ再送信を行うための技術上・運用上の仕組みを確立するには、実地検

証を含めて相当の期間を要することを勘案し、2008年までに再送信を実施するた

めの仕組みを確立するため、都市難視聴上の効果の検証等を含め、2006年から

SD品質においてＩＰ再送信を開始することが必要と考える。

以上の目標の実現に向け、政府及び放送事業者等関係者が取り組むべきと考え

られる事項については、おおむね次のとおりである。

(4) 政府として取り組むべき事項

① ＩＰ再送信に関する整理等

ア 2005年内に、ＩＰ再送信において確保されるべき技術面・運用面の条件を整理・

公表

（略）

(ア) 技術面の条件

まず技術面において、地上放送事業者によって、当該ＩＰインフラが地上デジタル技術面において、地上放送事業者によって、当該ＩＰインフラが地上デジタル

放送の伝送路として許容されるための要件は、おおむね以下放送の伝送路として許容されるための要件は、おおむね以下33点点と考えられる。

第一に、ＩＰインフラを用いた地上デジタル放送の送信が、当該放送対象地域内に第一に、ＩＰインフラを用いた地上デジタル放送の送信が、当該放送対象地域内に

限定されることの技術的担保が得られていることである。限定されることの技術的担保が得られていることである。

（略）

第二に、送信される地上デジタル放送の内容及び品質の両面から、当該放送対第二に、送信される地上デジタル放送の内容及び品質の両面から、当該放送対

象地域において放送される全チャンネルの伝送を含め、その同一性を保持するた象地域において放送される全チャンネルの伝送を含め、その同一性を保持するた

めの技術的担保が得られていることである。めの技術的担保が得られていることである。

（略）

第三に、ＩＰインフラによる伝送を実施するに際して、地上デジタル放送と同様に著第三に、ＩＰインフラによる伝送を実施するに際して、地上デジタル放送と同様に著

作権保護を実現するため、作権保護を実現するため、DRMDRM技術その他の技術的担保が得られていることであ技術その他の技術的担保が得られていることであ

る。る。

（略）

情報通信審議会諮問第８号
「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割」第二次中間答申(17.7.29) 【抜粋】
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ⅠⅠ--11--11--22 ＩＰマルチキャストＩＰマルチキャスト放送による多チャンネル化の実態放送による多チャンネル化の実態

○ 電気通信役務利用放送法の施行後、同法の登録を受けて、ＩＰマルチキャスト方式（※）による放送サービスが４事業者により提供。

○ 全国規模で事業を展開し、多チャンネルの放送サービスの他、ＶＯＤサービス等も提供。

○ 上記事業者のＩＰマルチキャスト方式による映像コンテンツ配信は、電気通信役務利用放送法上は、電気通信役務利用放送として
取り扱われている。著作権法上は、ブロードバンドサービス等を用いて受信者がコンテンツの提供を求めることにより初めて自動的
に送信されるものについては、放送には当たらず、自動公衆送信に該当するとしている。

サービス内容
サービス
開始時期事業者名サービス名

ﾍﾞｰｼｯｸ26ch、ｵﾌﾟｼｮﾝ5ch
(VODｻｰﾋﾞｽ(4000ﾀｲﾄﾙ以上)も提供)

H17.6㈱ｱｲｷｬｽﾄｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞTV

基本43ch、ｵﾌﾟｼｮﾅﾙ20ch
(VODｻｰﾋﾞｽ(4500ﾀｲﾄﾙ以上)、ｶﾗｵｹ(10000曲以上)も提供)

H16.7㈱ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨ4th MEDIA

ﾍﾞｰｼｯｸ30ch、ｵﾌﾟｼｮﾝ5ch
(VODｻｰﾋﾞｽ(5000ﾀｲﾄﾙ以上)、ｶﾗｵｹ(4500曲以上)も提供)

H15.12KDDI㈱光ﾌﾟﾗｽTV

ﾍﾞｰｼｯｸ34ch、無料4ch、ｱﾗｶﾙﾄ3ch、
(VODｻｰﾋﾞｽ(5000ﾀｲﾄﾙ以上)も提供)

H15.3ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ㈱BBTV

◇サービスの概要

ＩＰマルチキャストとは、ネットワーク上に配置されたＩＰマルチキャスト対応ルータにおいてコンテンツ
（ＩＰパケット）を複製しながら、指定された複数の利用者に対してコンテンツを配信する技術

IPマルチキャスト（１対多数） マルチキャストルータ
でIPパケットを複製

●●●●・１回の送信でOK
・利用者数に拘わ

らず帯域一定

ユニキャスト（１対１）

・５回の送信が必要
・ＩＰマルチキャスト

と比較し５倍の帯
域が必要

【例えば 端末５台に配信する場合】

※ ＩＰマルチキャストについて
出典：各社HPから事務局作成。数値は3月末現在。
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ⅠⅠ--11--11--33 区域外再送信の概要区域外再送信の概要

○ 区域外再送信とは、地上波の放送局の放送対象地域外で、ケーブルテレビ事業者が当該放送局の放
送を再送信すること。

○ 区域外再送信を行っているケーブルテレビ事業者数は、 ４５４事業者、区域外再送信されているチャン

ネル数は、のべ１０００チャンネル以上。（総務省調べ）

○ なお、放送番組が一部カットして放送されるなど、放送事業者の放送の意図がその意に反し、害され又
は歪曲されないことを担保するという趣旨から、ケーブルテレビ事業者は、放送局の放送を受信し、再送
信するに当たっては、放送事業者の同意を得ることが必要。（有線テレビジョン放送法第１３条第２項）

【再送信同意制度の概要】

同意要請

同意＝再送信可能に

総務大臣

協議不調／協議不可能→裁定申請

ケーブルテレビ事業者

同意拒否

同意しないことにつき正当な理由
がある場合を除き、同意すべき旨
を裁定。

裁定

◇区域外再送信のイメージ
：Ｂ県を放送対象地域とするＸ放送局の放送を、ケーブルテレビ局が受信してＡ県内の世
帯に再送信する。

X放送局

Ｙ放送局

Ａ県 Ｂ県

ケーブルテレビ局

放
送
事
業
者
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注１：クロスネット局によるものを含むため、局数とネットワーク数に差があるもの。

注２：普及率：都道府県別自主放送を行う許可施設の加入世帯数（H17.3末）を、住民基本台帳（H16.3末）に基づく都道府県別世帯数で除した数値（出典：平成１７年情報通信白書）

注３：総務省把握分の数値。

１７．９％

３０．２％

４５．４％

４２．８％

１８．６％

４４．５％

４５．５％

２８．９％

４１．６％

５６．２％

５０．２％

８１．７％

８．７％

１１．５％

区域外再送信を行
うケーブル局数注３

０

２

２４

２０

４

１７

２３

９

６

１４

１８

２０

１

８

区域外再送信の例

朝日放送（ANN）、瀬戸内海放送（ANN） 、テレビせと
うち（TXN）、サンテレビジョン（独立Ｕ）

鳥取市等日本海ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ㈱３ （JNN,NNN,FNN）鳥取県

朝日放送（ANN） 、テレビせとうち（TXN）、サンテレビ

ジョン（独立Ｕ）
松江市の一部等山陰ケーブルビジョン㈱３ （JNN,NNN,FNN）島根県

ＲＫＢ毎日放送（JNN）、福岡放送（NNN）、西日本放送
（FNN）、九州朝日放送（ANN）、ＴＶＱ九州放送（TXN）

山口市等山口ケーブルビジョン㈱３（JNN,NNN,ANN）山口県

毎日放送（JNN）、読売テレビ（NNN）、関西テレビ
（FNN）、朝日放送（ANN）、テレビ大阪（TXN）、サンテ
レビジョン（独立U）、テレビ和歌山（独立Ｕ）

徳島市ケーブルテレビ徳島㈱１（NNN）徳島県

テレビせとうち（TXN）、サンテレビジョン（独立Ｕ）高知市等高知ケーブルテレビ㈱３ （JNN,NNN,FNN）高知県

ＲＫＢ毎日放送（JNN）、福岡放送（NNN）、西日本放送
（FNN）、九州朝日放送（ANN）、ＴＶＱ九州放送（TXN）、
熊本放送（JNN）

佐賀市等佐賀シティビジョン㈱１（FNN）佐賀県

ＲＫＢ毎日放送（JNN）、福岡放送（NNN）、西日本放送
（FNN）、九州朝日放送（ANN）、ＴＶＱ九州放送（TXN）、
テレビ愛媛（FNN）

別府市等ＣＴＢメディア㈱３（JNN,NNN,FNN,ANN）注１大分県

福岡放送（NNN）、九州朝日放送（ANN）宮崎市等宮崎ケーブルテレビ㈱２ （JNN,NNN,FNN,ANN）注1宮崎県

－－－３（JNN,FNN,ANN）沖縄県

区域外再送信となる民放局業務区域主なケーブル局

福井ケーブルテレビ㈱

㈱ケーブルテレビ富山

㈱日本ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ

㈱秋田ケーブルテレビ

青森ケーブルテレビ㈱

福井市等

富山市等

甲府市等

秋田市

青森市の一部

２（NNN,FNN,ANN）注１

３（JNN,NNN,FNN）

２（JNN,NNN）

３（NNN,FNN,ANN）

３（JNN,NNN,ANN）

地上民放局数

北陸放送（ＪＮＮ)、北陸朝日放送（ANN）

北陸朝日放送（ANN）

フジテレビ（FNN）、テレビ朝日（ＡＮＮ）、テレビ東京
（TXN）、テレビ神奈川（独立Ｕ）

岩手放送（JNN）

北海道文化放送（FNN）、テレビ北海道（TXN）

山梨県

福井県

青森県

秋田県

富山県

都道府県
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
普及率注２

ⅠⅠ--11--11--44 区域外再送信の実例（３波以下の地域の例）区域外再送信の実例（３波以下の地域の例）
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ⅠⅠ--11--11--55 IPIPマルチキャストによる放送番組の送信についてマルチキャストによる放送番組の送信について

«地上波の再送信に係るものは、

地上デジタル放送の伝送手段と
しても期待»

«CATVの場合、放送対象地域の内外によっ
て、著作権処理は相違»

CATVの場合：デジタル放送が開始された地域では、アナロ

グ放送時と同様再送信が同意されている

CATVの場合：デジタル放送時の再送信については、事業者

間で協議中

«課題１ 著作権法上の取扱いの相違»

«課題２ 再送信同意に係るルール形成»

放送されるコンテンツごとに、個別に著作権処理。統
一的なルールは未形成。

１．IPマルチキャスト放送に係るルール１．IPマルチキャスト放送に係るルール

２．IPマルチキャスト放送に係る課題２．IPマルチキャスト放送に係る課題

○ 著作権法は「自動公衆送信」（通信）、放送法制上は「電気通信役務利用放送」

（１）再送信の対象地域・対価に関するルール（放送対象地域との関係）

→「IPマルチキャストは、区域内の限定的な難視聴対策の範囲であるとは言えず、「有線放送」と定義されるのであれば、権利制限の見直しを行うことが必
要。」（日本芸術実演家団体協議会）

→「IPマルチキャストによる地上デジタル放送の同時再送信は、2011年のデジタル完全移行のための補完措置であり、視聴者の選択肢を広けるものと認識。」
「少数チャンネル地域における格差是正のため、ケーブルテレビと同等の再送信条件であれば、IPによる再送信も検討対象として想定する。」
「IPマルチキャストを使って地域を限定しないで地上デジタル放送の同時再送信を行えば、地方局への深刻な影響が懸念され、長期的には情報の多様性が失
われ、国民利益が損なわれる。」（日本民間放送連盟）

→「画質、サービスの面でも直接受信と同等品質の確保が必要。それを前提として、IPマルチキャスト同時再送信に積極的に取り組みたい。」
「デジタル化以降も、関係者の理解を得て、アナログ相当の区域外再送信を引き続きお願いしたい。」（日本ケーブルテレビ連盟）

（２）技術上・運用上のルール

→2006年の、補完措置としてのIPマルチキャストによる地上デジタル再送信開始を目標として、放送事業者においてルールを整理中。
（情報通信審議会第二次答申（平成17年7月29日））

IPマルチキャストによる

送信

地上デジタル放送の

再送信

自主放送等
（自主製作、外部調達コンテンツ

の送信）

放送対象地域内

放送対象地域外補完措置としてのＩＰマルチ補完措置としてのＩＰマルチ

キャストによる再送信に係る同キャストによる再送信に係る同

意のルールについて検討中意のルールについて検討中
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ⅠⅠ--11--11--66 地上地上放送の再送信に係る規律等放送の再送信に係る規律等

○ 受信障害地域について、再送信義務
（これまで例なし）

○ 再送信には、放送事業者の同意が必要同意が必要
（放送番組が一部カットして放送されるなど、放送事業者の

放送の意図が、その意に反し、害され又は歪曲されないこ
とを担保する趣旨）

○ 協議が整わないとき等に関する総務大臣の裁
定制度（ケーブルテレビ事業者が総務大臣に申立て）

○ 再送信には、放送事業者の同意が必要同意が必要
（放送番組が一部カットして放送されるなど、放送事業者の

放送の意図が、その意に反し、害され又は歪曲されないこ
とを担保する趣旨）

・ 裁定制度はなし

映像実演

レコード実演

許諾不要許諾不要

許諾不要許諾不要

許諾不要許諾不要

許諾必要

許諾必要

許諾の要否

－

－

－

年間包括契約年間包括契約
（5団体ルールによる

一括処理あり）

年間包括契約年間包括契約
（5団体ルールによる

一括処理あり）

契約形態

実
演

音楽

文芸
著
作
権

レコード著
作
隣
接
権

著作権処理著作権処理著作権処理再送信の同意再送信の同意再送信の同意

放 送 有線放送

自動公衆送信

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

Ｉ
Ｐ
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
方
式

Ｉ
Ｐ
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
方
式

Ｉ
Ｐ
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
方
式

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
と

同
方
式

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
と

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
と

同
方
式

同
方
式電

気
通
信
役
務
を
利
用
し
た

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

電
気
通
信
役
務
を
利
用
し
た

電
気
通
信
役
務
を
利
用
し
た

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

有線テレビジョン放送法有線テレビジョン放送法

電気通信役務利用放送法電気通信役務利用放送法

映像実演

レコード実演

映画の著作物に一定の
場合には許諾不要

許諾必要

許諾必要
許諾必要
許諾必要

許諾の要否

個別契約

個別契約

個別契約
個別契約
個別契約
契約形態

実
演

音楽
文芸

著作権

レコード

著作

隣接権

※ 著作物については、協議が整わないとき等の裁定制度（放送事
業者が文化庁長官に申立て）

②② 放送事業者の有する著作権・著作隣接権放送事業者の有する著作権・著作隣接権 …… 許諾必要許諾必要

①① 放送番組に含まれる著作物の原権利者に係る権利放送番組に含まれる著作物の原権利者に係る権利

②② 放送事業者の有する著作権・著作隣接権放送事業者の有する著作権・著作隣接権 …… 許諾必要許諾必要

①① 放送番組に含まれる著作物の原権利者に係る権利放送番組に含まれる著作物の原権利者に係る権利
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（参考１）（参考１） 再送信同意書での記載事項の例再送信同意書での記載事項の例

放送関係法令・技術的
条件の遵守

著作権・著作隣接
権関係の条件

再送信に同意する旨以下の条件の下、再送信に同意する

（条件）
○ 有線テレビジョン放送法その他関係法令を遵守すること

○ 映像・音声の品質を維持し、放送番組の内容を損なうことのないようにすること
○ すべての番組に変更を加えないで、同時再送信すること
○ できる限り、同一チャンネルとし、そのチャンネルは、放送休止時間であっても

他の放送に使用しないこと
○ 障害発生に対し、障害が早急に復旧できるよう予備系統を完備する等適切な

体制を整えておくこと 等

○ 再送信される放送に含まれる著作権・著作隣接権については、ケーブルテレビ
事業者と原権利者との間で処理すること

○ （同意する）放送事業者が保有する権利に係る対価は当分の間は請求しない
が、請求権は留保すること 等

放送事業者がケーブルテレビ事業者に再送信同意する際の実務上の扱いについては、再送信に係る

放送関係法令・技術的条件の遵守に関する規定と、著作権法関係の規定が一本の同意書で行われて
いるケースが多い

放送事業者がケーブルテレビ事業者に再送信同意する際の実務上の扱いについては、再送信に係る

放送関係法令・技術的条件の遵守に関する規定と、著作権法関係の規定が一本の同意書で行われて
いるケースが多い
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（参考２）（参考２） ５団体ルールのひな形５団体ルールのひな形

社団法人日本音楽著作権協会、協同組合日本シナリオ作家協会、社団法人日本文芸著作権保護同盟、協同組合日本脚本家連盟（以下甲らとい
う。）と、社団法人日本芸能実演家団体協議会（以下乙という。）は、○○（以下丙という。）との間に、有線テレビジョン放送に閲し、以下のとおり契約を
締結する。

第第11条（使用許諾）条（使用許諾） 甲らは丙に対し、第2条に掲げる使用料を支払うことを条件として、甲らがコントロールを及ぼしうる範囲に属する著作物を使用

して制作された放送番組を、ケーブルによって変更を加えないで同時再送信することを許諾する。
2．乙は、丙が第2条に掲げる補償金を支払うことを条件として、乙の会員の実演によって制作された放送番組を、丙がケーブルによって変更を加え

ないで同時再送信することに対し、放送事業者に異議を申し立てないことを約定する。

第第22条（使用料、補償金の支払）条（使用料、補償金の支払） 前条の使用料と補償金の合計金額は、丙が当該年度に受領すべき受信料総額に、各々次の料率を乗じて算出した

額とする。
A 区域内再送信は、1波について 0．015％
B 区域外再送信は、1波について 0．09％

但し、丙が支払う使用料と補償金の合計額は、受領すべき受信料総額の0．35％を限度とする。

第第33条（受信料収入の報告）条（受信料収入の報告） 丙は、当該年度の受信料収入を甲ら及び乙に報告するものとし、当該年度終了後2カ月以内に有線テレビジョン放送施
行規則第36条の規定による業務運営状況報告書の写しにより、甲ら及び乙の代表者（協同組合日本脚本家連盟）に報告するものとする。

第第44条（使用料、補償金の支払条（使用料、補償金の支払） 丙は、甲ら及び乙に対し、第2条の使用料、補償金を当該年度終了後2カ月以内に甲ら及び乙の代表者（協同組合
日本脚本家連盟）の事務所に持参または送金して支払うものとする。

第第55条（異議の申し立てについての措置）条（異議の申し立てについての措置） この契約に基づく有線放送に対し、甲ら以外の著作権者、乙以外の著作隣接権者から、異議の申し出が

あった場合、丙の要請があれば、甲ら及び乙は、丙に協力して、当該著作権者、著作隣接権者への事情説明に努力する。

第第66条（契約期間）条（契約期間） 本契約の有効期間は、 年4月1日から 年3月31日までとする

本契約の期間満了の日の1カ月前までに、甲らまたは乙から本契約の廃棄、変更について特別の意思表示が文書によってなされなかった場合は、期
間満了の日の翌日から起算しさらに1カ年間その効力を有するものとする。以降の満期のときもまた同様とする。
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ⅠⅠ--11--22 ＩＰマルチキャストによる放送及ＩＰマルチキャストによる放送及
び類似サービスび類似サービス

ⅠⅠ--11--22--11 ブロードバンドネット映像配信事業のブロードバンドネット映像配信事業の展開状況展開状況

ⅠⅠ--11--22--22 ＧｙａＯの概要ＧｙａＯの概要
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ⅠⅠ--11--22--11 ブロードバンドネット映像配信事業の展開状況ブロードバンドネット映像配信事業の展開状況

※各社HP等から事務局作成。

・吉本興業（株）、東京電力（株）
が出資

VOD「TEPCOひかり」ﾕｰｻﾞｰ向けに映像ｺﾝﾃﾝﾂを無料で

提供。（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾕｰｻﾞには低画質版を無料で提供。）

TEPCO光

（東京電力）

casTYキャスティ

(株)ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

ｽの株式を５割弱、取得。

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（35ch）、

VOD（約5000本）

光ﾌﾟﾗｽﾈｯﾄDION（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ）の契約者を

対象に放送サービスを提供
ＮＴＴ東西、東京電
力○

光プラスＴＶＫＤＤＩ

・(株)ｼﾞｭﾋﾟﾀｰTV、 (株)東北新社、
(株)日本経済新聞社等が出資。

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（60ch以

上）

ﾌﾚｯﾂ光ﾌﾟﾚﾐｱﾑ・Bﾌﾚｯﾂ(光回線ｻｰﾋﾞｽ)の契約者を対

象に放送サービスを提供
ぷららﾈｯﾄﾜｰｸｽ

(ＮＴＴ東西)○
4th MEDIAｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨ

・伊藤忠商事が100%出資。多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（31ch）ﾌﾚｯﾂ光ﾌﾟﾚﾐｱﾑ・Bﾌﾚｯﾂ(光回線ｻｰﾋﾞｽ)の契約者を対

象に放送サービスを提供
ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞＴＶ

(ＮＴＴ東西)○
ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞTVアイキャスト

・ｽｶｲﾊﾟｰﾌｪｸﾄ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
100%出資

地上波、多ﾁｬﾝﾈﾙ放送、
PPV（ｽｶﾊﾟｰ！270ch）

契約者を対象にｽｶﾊﾟｰ！の多ﾁｬﾝﾈﾙｻｰﾋﾞｽを提供NTT東西、UCOM、

ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝｽﾞ

○

ｽｶﾊﾟｰ！光ｵﾌﾟﾃｨｷｬｽﾄ

・四国電力100%出資地上波、多ﾁｬﾝﾈﾙ放送
（50ch以上）

契約者を対象に放送サービスを提供(電気通信事業者)
○

ﾋﾟｶﾗ光てれびSTNet

VOD（100ﾀｲﾄﾙ見放題）CoDen光の契約者を対象にインターネット接続サー

ビスや電話サービスとセットで提供
ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞOCNシアターNTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮ

ﾝｽﾞ

○

放
送

ＴＢＳ BooBo
BOX

第2日本ﾃﾚﾋﾞ

フジテレビ

on Demand

GyaO

TVバンク

BBTV

名 称

・東宝がフジテレビへ出資

・WOWOW、ｽｶｲﾊﾟｰﾌｪｸﾄｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝｽﾞへ出資

ＶＯＤ大手ISPユーザー、STBユーザーを対象に、フジテレ

ビ番組、映像コンテンツを提供

大手ISP等の提携

した配信事業者
フジテレビ

大手ISP等の提携

した配信事業者

限定なし

限定なし

限定なし

ＢＢテクノロジー

回線提供

・ｽｶｲﾊﾟｰﾌｪｸﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞへ出
資

ＶＯＤ全インターネットユーザーを対象に、日本テレビの過
去の番組を中心に提供

日本テレビ

・USENとﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ放送でのﾗ

ｲﾌﾞ中継で提携

・WOWOWへ出資。

ＶＯＤ大手ISPﾕｰｻﾞｰ、STBﾕｰｻﾞｰを対象にTBSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾃﾚ

ﾋﾞ番組や映像ｺﾝﾃﾝﾂを提供
ＴＢＳ

VOD

VOD

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（41ch）、
VOD（約5000本）

サービス概要

USEN

TVバンク

ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ

提供主体

全インターネットユーザを対象に無料で提供

全インターネットユーザを対象に無料で提供

Yahoo! BB光・ADSL（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ）の契約

者を対象に放送サービスを提供

提供形態

・ソフトバンクＢＢが100%出資。

・ｷﾞｬｶﾞ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ・ｴｲﾍﾞｯｸｽ･
ｸﾞﾙｰﾌﾟへ出資

・映像配信でｽｶｲﾊﾟｰﾌｪｸﾄ・ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞと連携

主なメディア関係企業との

出資・連携等状況

ソフトバンク

（Ｉ
Ｐ
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
）

役
務
利
用
放
送
系

通
信
系

放
送
事
業
者
系

（Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
と
同
方
式
）

役
務
利
用
放
送
系
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ⅠⅠ--11--22--22 ＧｙａＯの概要ＧｙａＯの概要

端末

推奨通信速度は1Mbps以上、インターネット接続環境があれば可（日本全国を対象。ISPフリー）通信環境に関
する制限

配信方式

無料広告放送。視聴者は事前に年齢・性別、郵便番号、職業、家族構成等を登録することで、無料で番組視聴できる。

事前登録情報や視聴履歴に応じた広告配信を行うセグメント広告が可能な点が特徴。

ビジネスモデル

PC。視聴環境は、Windows Media Player 9以上が必要。方式

オリジナル番組あり。一部番組はBSフジと共同制作。番組制作

なし。地上・BS放送や地上民放系CSの再配信は行われていない。同時再送信

ユニキャスト方式によるオンデマンド放送（ストリーミング）

ビットレートは384kbpsと768kbpsの2種類

PCで見る映像チャンネルサービス。視聴者がインターネット上の番組表からコンテンツを選択し、視聴する。

「ニュース・ビジネス」「映画」「音楽」「ドラマ」「スポーツ」「ドキュメンタリー」「ビューティ＆ヘルス」「ライフ＆カルチャー」「アニメ」「バラエティ」
「アイドル・グラビア」「映像ブログ」「ショッピング」「ゲーム」の14ジャンル。30分から2時間程度の長時間コンテンツが中心。常時1,500本程
度を配信。

サービス内容

2005年4月よりブロードバンド映像配信サービスを開始。現在890万会員（06年4月現在）概要

Usen提供事業者

GyaO登録者数

24.6 45.6 66.6
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（単位：万人）

（GyaOホームページ等から事務局作成。）
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ⅠⅠ--11--33 放送法制と著作権における放送法制と著作権における
「放送」の扱い「放送」の扱い

ⅠⅠ--11--33--11 著作権法における「放送」と「自動公衆送信」著作権法における「放送」と「自動公衆送信」

ⅠⅠ--11--33--22 放送関係法令における「放送概念」放送関係法令における「放送概念」

ⅠⅠ--11--33--33 コンテンツ利用に関する権利許諾の概要コンテンツ利用に関する権利許諾の概要

ⅠⅠ--11--33--44 「「IPIPマルチキャストと著作権」に関する各社の主張マルチキャストと著作権」に関する各社の主張
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ⅠⅠ--11--33--11 著作権法における「放送」と「自動公衆送信」著作権法における「放送」と「自動公衆送信」

公衆送信
（著作権法２条１項７号の２）

インターネットのホームページなどを用いて、公衆からの求めに応じて自動的に行う送信
（インタラクティブ送信）

自動公衆送信
（２条１項９号の４）

CATV放送や有線音楽放送など、公衆に同一
の内容を同時に受信させる目的で行う有線によ
る送信（同時送信）

有線放送（２条１項９号の２）

テレビ放送やラジオ放送など、公衆に同一の内容
を同時に受信させる目的で行う無線による送信
（同時送信）

放送（２条１項８号）

その他の公衆送信（電話で申し込みを受け、手動でFAX送信する場合など）

○第１５９回国会における質問主意書に対する回答（内閣衆質１５９第２３号 平成１６年３月１６日）（抜粋）

「電気通信役務利用放送法上の電気通信役務利用放送と著作権法上の放送等とは、その定義を異にしているところであり、いわゆるブロードバン
ドサービス等を用いて家庭や職場の受信者それぞれがコンテンツの提供を求めることにより初めて当該コンテンツが自動的に送信されるものは、
（中略）公衆によって同一の内容の送信が同時に受信されることを目的として行う送信形態ではないことから、著作権法上は、放送には当たらず、自
動公衆送信に該当すると考えている。」

「コンテンツの様々な提供形態を各国における著作権法上どのように位置付けるのかについては、著作権に関する国際条約の規定に基づき整理
がなされており、我が国の著作権法もこれに従っている。しかしながら、世界知的所有権機関における放送機関の保護に関する新条約に関する検
討の場においても、いわゆるウェブキャスティングの取扱いが課題として提起されていること等から、我が国としても、国際的な動向を踏まえつつ、必
要に応じ検討すべき課題であると考えている。」

○情報通信審議会第二次中間答申（平成１７年７月２９日）（抜粋）

「著作権法と電気通信役務利用放送法は、その趣旨と保護対象等を異にする制度であり、「放送」の内容の解釈についても、それぞれの法の趣旨
に照らして異なる結論があり得ることは当然である。しかしながら、役務放送事業者が、ＩＰインフラを用いて「放送」を行う場合の著作権法上の取扱
いについては、政府は早急に検討に着手し、明確化を図るべきである。」
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ⅠⅠ--11--33--22 放送関係法令における「放送概念」放送関係法令における「放送概念」

（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定
めるところによる。

七の二 公衆送信 公衆によつて直接受信されることを目的とし
て無線通信又は有線電気通信の送信（有線電気通信設備で、
その一の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の
構内（その構内が二以上の者の占有に属している場合には、同
一の者の占有に属する区域内）にあるものによる送信（プログラ
ムの著作物の送信を除く。）を除く。）を行うことをいう。

八 放送 公衆送信のうち、公衆によつて同一の内容の送信が同
時に受信されることを目的として行う無線通信の送信をいう。

九の二 有線放送 公衆送信のうち、公衆によつて同一の内容の
送信が同時に受信されることを目的として行う有線電気通信の
送信をいう。

九の四 自動公衆送信 公衆送信のうち、公衆からの求めに応じ
自動的に行うもの（放送又は有線放送に該当するものを除く。）
をいう。

（定義）

第二条 この法律において
「電気通信役務利用放
送」とは、公衆によって直
接受信されることを目的と
する電気通信の送信で
あって、その全部又は一
部を電気通信事業を営む
者が提供する電気通信役
務を利用して行うものをい
う。

（定義）

第二条 この法律において「有
線テレビジョン放送」とは、有
線放送（公衆によつて直接
受信されることを目的とする
有線電気通信の送信をいう。
以下同じ。）であつて、有線
ラジオ放送業務の運用の規
正に関する法律 （昭和二十
六年法律第百三十五号）第
二条 に規定する有線ラジオ
放送以外のものをいう。

（定義）

第二条 この法律及びこ
の法律に基づく命令
の規定の解釈に関し
ては、次の定義に従う
ものとする。

一 「放送」とは、
公衆によつて
直接受信され
ることを目的と
する無線通信
の送信をいう。

著作権法

（昭和四十五年五月六日法律第四十八号）

電気通信役務利用放送法

（平成十三年六月二十九
日法律第八十五号）

有線テレビジョン放送法

（昭和四十七年七月一日法
律第百十四号）

放送法

（昭和二十五年五月二
日法律第百三十二号）
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ⅠⅠ--11--33--33 コンテンツ利用に関する権利許諾コンテンツ利用に関する権利許諾の概要の概要

通 信
放 送

著
作
隣
接
権

著
作
権

個別契約
原権利者との協議が
必要

許諾必要
著作者（原作者、脚本家）
の公衆送信権（著作権法第２３

条）等に基づく個別の許諾
が必要

年間包括契約
５団体（注２）ルールに
よる一括処理あり

許諾必要
同左

個別契約
原権利者（もしくは著作権
等管理事業者（注１） ）と
の協議が必要

許諾必要
著作権等管理事業者との著作権信
託契約において、関係する支分権
の管理委託を締結している場合、
利用者からの要求に対し応諾義務
あり（著作権等管理事業法第１６条）

文芸
（原作者、脚本家）

－（注３）

－

－

年間包括契約
５団体（注２）ルールに
よる一括処理あり

契約形態

許諾不要
同時再送信の場合には権
利制限（著作権法第９２条）

許諾不要
同時再送信の場合には権
利制限（著作権法第９５条）

許諾不要
同時再送信の場合には権
利制限（著作権法第９７条）

許諾必要
同左

著作権法に基づく許諾

(地上放送を有線放送で同時再送信する場合)

映像実演

レコード
実演

個別契約
原権利者（もしくは
著作権等管理事業者
（注１） ）との協議
が必要

許諾必要
同左

年間包括契約
JASRACについてはNHK、民
放連との間での年間包括契
約により個々の使用料の支
払を集約

許諾必要
著作権等管理事業者との著作権信
託契約において、関係する支分権
の管理委託を締結している場合、
利用者からの要求に対し応諾義務
あり（著作権等管理事業法第１６条）

音楽
（作詞家・作曲家）

個別契約
原権利者との協議が
必要

許諾必要
レコード製作者の送信可能
化権（著作権法第９６条の２ ）

等に基づく個別許諾が必要

年間包括契約
レコード協会とNHK、民放
連との間で年間包括契約に
より個々の使用料の支払を
集約

許諾不要
商業用レコードの二次使用に関し
て、報酬請求権に基づく使用料の
支払義務有り（著作権法第９７条）

レコード
（レコード製作者）

個別契約
原権利者との協議が
必要

許諾必要
実演家の送信可能化権（著作

権法第９２条の２第１項 ）等に
基づく個別許諾が必要

年間包括契約
芸団協・ＣＰＲＡとNHK、
民放連との間で年間包括契
約により個々の使用料の支
払を集約

許諾不要
商業用レコードの二次使用に関し
て、報酬請求権に基づく使用料の
支払義務有り（著作権法第９５条）

実演
（演奏者、
歌手、俳優
等）

※ 映画の著作物に関して、
実演の録音・録画に関する
許諾を得ている場合、送信
可能化に関する許諾は不要
となる（著作権法第９２条の２第
２項）

個別契約
原権利者との協議が必要

許諾必要
なお、放送に関する許諾を得るこ
とで、放送のための固定（録音・録

画）について許諾が不要（著作権法第
９３条）

権利対象

著作権法に基づく許諾著作権法に基づく許諾 契約形態契約形態

番組を制作し、放送する場合

（出典：「著作権関係法令集（著作権法令研究会編）」、放送研究と調査 2005年12月号「デジタルコンテンツの可能性を考える」等）

（注１）著作権等管理事業者は、利用区分ごとの著作物等の使用料の額（使用料規程）を定めることが義務づけられている（著作権等管理事業者法第１３条）
（注２）JASRAC,日本脚本家連盟、日本シナリオ作家協会、日本文藝家協会、日本芸能実演家団体協議会

（注３）実態として５団体ルールの対象となっている
（注４）公表された著作物を放送事業者が放送しようとして協議が整わないときについての裁定制度が存在（著作権法第６８条）
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ⅠⅠ--11--33--4  4  「ＩＰマルチキャストと著作権」に関する各社の主張「ＩＰマルチキャストと著作権」に関する各社の主張
【【日本放送協会日本放送協会】】

・映像コンテンツのさらなる流通のためには、実効性のある権利処理ルールの策定が必要。
【【 （社）日本民間放送連盟（社）日本民間放送連盟】】

・ＩＰマルチキャスト再送信は２０１１年デジタル移行の補完措置。

・（県域免許を前提に放送サービスに係る放送権、著作権の処理を行っているため、）放送権・著作権保護の観点から、原則「地域限定」の条件は必要。

・仮に地域限定をしなければ、地方放送局に深刻な影響を及ぼし、長期的には情報の多元性が失われる。

・少数チャンネル地域の問題については、マスメディア集中排除原則等の規制緩和を行うべき。また、少数チャンネル地域における格差是正のため、ＣＡＴＶと同等の
再送信であれば、検討対象。

・著作権は、文化を尊重する国の条件であり、権利者の権利と意思を尊重することが今後のコンテンツ制作能力の向上と流通においても重要。

・映像コンテンツ流通を活性化させるには、コンテンツ制作に十分な資金が還流する仕組みが必要。一時的に流通だけを促進しようとして制作者や権利者を軽視する
とコンテンツ制作力を殺してしまう。

・行政が主導する不正行為の監視、防止の啓発、罰則強化といった基礎的要件の充足が不可欠。

【【（社）日本ケーブルテレビ連盟（社）日本ケーブルテレビ連盟】】

・視聴者保護の観点から、地上デジタル放送が防災・災害といった基幹放送であることを考慮し、画質、サービスの面でも直接受信と同等品質の確保が必要。それを
前提として、ＩＰマルチキャスト同時再送信に積極的に取り組みたい。

・デジタル化以降も、関係者の理解を得て、アナログ相当の区域外再送信を引き続きお願いしたい。
【【ＫＤＤＩ（株）ＫＤＤＩ（株）】】

・著作権処理が事実上困難であることが主な問題点。ＩＰマルチキャスト放送の位置付けを著作権法上の「有線放送」と同じにすることが必要。

【【ソフトバンク（株）ソフトバンク（株）】】
・ IPマルチキャスト放送を用いた有線役務放送事業者の著作権法上の位置づけが明確になることを期待。

・映像コンテンツのマルチユース促進については、番組制作時においてブロードバンド配信（VOD、ストリーミング配信等）を含むマルチユースを想定した契約と権利の

集中管理の促進を期待。

【【（社）日本芸能実演家団体協議会（社）日本芸能実演家団体協議会】】

・コンテンツの二次利用を進めるためには、コンテンツのマルチユースを前提とした契約システムへの移行が重要であり、実演家の「権利」が流通を阻害しているわけ
ではない。

・放送番組の二次利用については、権利の集中管理体制の確立で対応可能であり、ＩＰマルチキャストを著作権法上の「有線放送」と位置づける必要はない。なお、当
会としても現在体制を構築しているところであり、利用者の間との使用料規定を交渉している段階。過去のコンテンツも同様に、同体制で対応する予定。

・仮に、ＩＰマルチキャスト放送を「有線放送」と扱う場合は、有線放送に付されている実演家の権利に対する制限を抜本的に見直すことが必要。

・産業振興という観点に加えて、文化振興という観点を持ってほしい。

【【役務利用放送協議会要望（４／１９）役務利用放送協議会要望（４／１９）】】

・有線役務利用放送を著作権法上の放送に位置づけられるよう本年内に措置すること。

※※以上は、ヒアリング（第以上は、ヒアリング（第66回回 平成平成1818年年33月月1313日。第７回日。第７回 平成平成1818年年33月月2222日。）における各社の主張をもとに、事務局で取りまとめたもの。日。）における各社の主張をもとに、事務局で取りまとめたもの。

※※役務利用放送協議会は、ＩＰﾏﾙﾁｷｬｽﾄ放送による適切なｺﾝﾃﾝﾂ流通促進の実現に向けた諸課題の解決等を目的として、本年役務利用放送協議会は、ＩＰﾏﾙﾁｷｬｽﾄ放送による適切なｺﾝﾃﾝﾂ流通促進の実現に向けた諸課題の解決等を目的として、本年4/194/19に設立。に設立。
㈱ｱｲｷｬｽﾄ、㈱ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ･ﾃｨｰﾋﾞｰ、㈱ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨｰ、ｸﾗﾋﾞｯﾄ㈱、㈱ｱｲｷｬｽﾄ、㈱ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ･ﾃｨｰﾋﾞｰ、㈱ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨｰ、ｸﾗﾋﾞｯﾄ㈱、KDDIKDDI㈱㈱、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱、西日本電信電話㈱、東日本電信電話㈱、ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ㈱、㈱、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱、西日本電信電話㈱、東日本電信電話㈱、ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ㈱、㈱ぷららぷららﾈｯﾄﾜｰｸｽが参加。ﾈｯﾄﾜｰｸｽが参加。
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ⅠⅠ--22--11 通信・放送法体系の総合的見直し通信・放送法体系の総合的見直し

ⅠⅠー２ー２ 通信・放送の法体系、行政の在り方通信・放送の法体系、行政の在り方

ⅠⅠ--22--11--11 通信・放送法体系（主な法律）通信・放送法体系（主な法律）

ⅠⅠ--22--11--22 諸外国の通信・放送法制とその動向諸外国の通信・放送法制とその動向



2020

電波法電波法
（昭和25年法律第131号）

・電波の公平かつ能率的な利用の確保

日本電信電話株式会社等に関する法律日本電信電話株式会社等に関する法律
（昭和59年法律第85号）

・日本電信電話株式会社等による適切かつ安定的な電気通信役務の提供の確保、電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究

有線電気通信法有線電気通信法
（昭和28年法律第96号）

・有線電気通信設備の設置及び使用を規律、有線電気通信に関する秩序を確立

電気通信事業法電気通信事業法
（昭和59年法律第86号）

・電気通信事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その公正な競争を促進
・電気通信役務の円滑な提供を確保するとともに、利用者の利益を保護、電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保

ⅠⅠ--22--11--11 通信・放送法体系（主な法律）通信・放送法体系（主な法律）

放送

電気

通信

基本

法

無 線有 線

利用

環境

整備
特定電子メールの送信の適正化等に関する法律特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成14年法律第26号）

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成13年法律第137号）

不正アクセス行為の禁止等に関する法律不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成11年法律第128号）

電気通信役務利用放送法電気通信役務利用放送法
（平成13年法律第85号）

・電気通信役務を利用して放送を行うことの制度化

放送法放送法
（昭和25年法律第132号）

・放送を公共の福祉に適合するように規律、放送の健全な発達

有線テレビジョン放送法有線テレビジョン放送法
（昭和47年法律第114号）

・有線テレビジョン放送の施設の設置及び業務の運営の適正化
・有線テレビジョン放送の受信者の利益を保護、有線テレビジョン放送の健全な発達

有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律
（昭和26年法律第135号）

・有線ラジオ放送の業務の運用を規正
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ⅠⅠ--22--11--22 諸外国の通信・放送法制とその動向諸外国の通信・放送法制とその動向

※ 衛星、ケーブルを含めて記述。

○近年、以下の法律上の対応。
・デジタルミレニアム著作権法(1998

年制定)
・パトリオット法(2001年制定)
・ＣＡＮ－ＳＰＡＭ法(2003年制定)
・放送品位維持法案(2005年2月下院

通過) 等
・05年、テキサス州が、州内全域に

渡るケーブルフランチャイズ免許付
与権限を州に付与。→地域電話会
社のＳＢＣ（当時）及びベライゾンが、
テキサス州で州発行免許取得。

・05年、ブロードバンド投資及び消費
者の選択に関する法律（ＢＩＣＣＡ）
案を議員立法で提出（ビデオ番組
サービス提供時、ケーブルフラン
チャイズ免許取得義務等の廃止を
提案）

■第Ⅱ編：電気
通信事業者

・参入規制
・ユニバーサル

サービス
・旧ﾍﾞﾙ系地域会
社に関する特
別規定

等

■第Ⅲ編：無線
に関する規定

・無線通信の
参入規制 等

など

連邦通信委員会
（各州の公益事業委員会）

34年通信法
96年通信法

（各州の情報通信
行政は州法）

通信

米 国

■第Ⅲ編：無線
に関する規定

・無線通信（放送・
衛星含む）の参
入規制等

■第Ⅵ編：ｹｰﾌﾞ
ﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
ｽ

・ｹｰﾌﾞﾙｻｰﾋﾞｽ
の参入規制
等

など

このほか、96年法
により、ﾚｲﾃｨﾝｸﾞ、
Vﾁｯﾌﾟ、電気通信
事業者による映
像配信ｻｰﾋﾞｽの
提供等を規定。

放送 ※

【ﾉﾝﾘﾆｱｻｰ
ﾋﾞｽ】

（ＶＯＤなど）
・青少年保護、

差別助長
の禁止等
最小限の
規制

【ﾘﾆｱｻｰﾋﾞｽ】
（TV,IPTV,PPV
など)
・上記に加え

欧州番組
比率規制、
反論権等
の規制

05年視聴覚メ
ディアサービス
指令案
（旧国境なきテ
レビﾞ指令）

放送

・02年電子通信規制パッケージ制定
欧州統一的な、放送の伝送路も含
む電子ネットワーク及びサービス
（コンテンツ編集を除く）に関する規
制パッケージ

・05年視聴覚メディアサービス指令案
を採択
規制対象を国境なきテレビ指令のテ
レビ放送」から電子通信による公衆
向けの動画伝送一般を指す「視聴
覚メディアサービス」に拡大。
欧州議会及び欧州理事会に提出さ
れており、今後採択に向けて「共同
決定手続」がとられる予定。指令成
立により、各加盟国は国内法制化
（義務）。

■枠組み指令
市場分析 等

■競争指令
特別な権利の 廃
止 等

■ｱｸｾｽ指令
接続規制 等

■認可指令
一般認可制等

■ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰ
ﾋﾞｽ指令
範囲、費用算定
方法 等

■ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護
指令
ｾｷｭﾘﾃｨ確保、
SPAM対策 等

など

欧州委員会
情報社会・メディア総局

02年ＥＵ電子通信
規制パッケージ

通信

Ｅ Ｕ 韓 国

最
近
の
主
な
動
き
（法
律
等
）

規
律
内
容

監
督

機
関

根
拠
法

・97年 マルチメディア法
「電気通信」「放送」に加え、「ﾃﾚｻｰﾋﾞｽ」
「ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ」というカテゴリーを加え、
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等も規律対象とする
など

・04年 電気通信法
電子通信規制パッケージの国内法制化
など

・04年 電子通信・視聴覚ｻｰﾋﾞｽ法
電子通信規制パッケージの国内法制化、
電波を利用しないテレビ・ラジオ配信サー
ビスに対して届出義務を課すなど

・04年 デジタル経済法
電子商取引、デジタル経済セキュリティに
対する規律など

・03年通信法
電子通信規制パッケージの国内法制
化、ＯＦＣＯＭの設立など

独 国仏 国英 国

・放送法（2000年）
地上放送、衛星放送、ケーブルテレビを
包括的に網羅。

・情報通信網利用促進及び情報保護等
に関する法律（2002年）
SPAM対策の本格化

■放送法
・許可、登録
・番組規律
（青少年保護、差別
禁止、放送内容の
事後審議、韓国製
番組割当、広告規
制 等）

など

■電気通信
基本法

・技術基準に
関するＭＩＣの
権限

・電気通信網の
運用

等

■電気通信
事業法

・免許制
・競争促進
・設備管理
・不法通信の

禁止 等

■電波法
・無線局免許

等

【参入規制】
・放送サービスの免
許

【番組規律】
・青少年保護
・報道番組規律
・欧州制作番組確
保

・広告規制 等

など

ＥＵ指令に基づく
規律

【参入規制】
・番組サービスの許
可

・ﾏﾙﾁﾌﾟﾚｯｸｽに係る
許可

・放送用無線局
免許（地上波）

【番組規律】
・青少年保護
・報道番組規律
・欧州制作番組確保
・広告規制等

など

ＥＵ指令に基づく規
律

【参入規制】
・番組ｻｰﾋﾞｽ免許
・ﾏﾙﾁﾌﾟﾚｯｸｽｻｰﾋﾞ
ｽ免許

【番組規律】
・青少年保護
・報道番組規律
・欧州制作番組確
保

・広告規制
等

など

ＥＵ指令に基づく
規律

全国周波数庁（周波数監理）

放送委員会情報通信部州メディア庁ネットワーク庁

視聴覚
最高評議会

電子通信
郵便規制機関通信庁

（ＯＦＣＯＭ）

放送法電気通信基本法
電気通信事業法
電波法

州法
放送に関する州間
協定

96年電気通信法ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの自由
に関する1986年9月
30日の法律(86年放
送法)

52年郵便・電子通
信法典（第Ⅱ部）

90年放送法
96年放送法
03年通信法

49年無線電信法
84年電気通信法
03年通信法

放送通信放送通信放送通信放送通信
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ⅠⅠー２ー２ー２ー２ 電気通信役務利用放送法電気通信役務利用放送法

○ 通信と放送の伝送路の融合の進展に対応し、ＣＳデジタル放送及び有線テレビジョン放送の設備利用の
規制緩和を行うため、 電気通信役務を利用して放送を行うことを制度化して可能としたもの。

○ 平成１４年１月２８日より施行され、平成１８年３月末現在で、６７事業者が登録。

・衛星役務利用放送事業者：５１
・有線役務利用放送事業者：１６

【
ハ
ー
ド
】

委託放送
【認定】

受託放送
（放送用設備）

【無線局免許】

電気通信事業者の設備
（電気通信事業法の適用のみ）

電気通信役務利用放送
【登録】【

ソ
フ
ト
】

放送法 有線テレビジョン放送法 電気通信役務利用放送法

有線テレビジョン放送

【施設設置許可】

電気通信
役務の提供

電気通信事業者の設備
（通信衛星・光ファイバ等）

共用・
転用可能

（受委託放送）

通信
利用

有線テレビジョン放送
【業務開始届出】

電気通信役務利用放送法有線テレビジョン放送法
［有線テレビジョン放送］

○設備の全部又は一部を自ら
設置することなく放送を行う
場合、登録が必要

○施設の設置には許可が、
放送開始には届出が必要

○一定の適格性審査による登
録が必要
（比較審査なし。外資規制撤
廃。）

○放送用周波数の枠内で委
託放送業務の実施につい
て認定が必要
（参入希望者が超える場
合、比較審査。外資規制
有り。）

○衛星放送事業者が需要に応
じて、通信・放送用に柔軟に
設備を提供

○衛星中継器を通信･放送
用に分離し、放送用の周
波数（中継器）は国が指定

電気通信役務利用放送法放送法（受託委託放送制度）

［ＣＳデジタル放送］

主な規制緩和
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ⅠⅠ－２－３－２－３ 新「放送」サービス①新「放送」サービス①（ブロードバンドネット映像配信サービス）（ブロードバンドネット映像配信サービス）

※ 各社HP等から事務局作成。

放
送
事
業
者
系

放
送
事
業
者
系

通
信
系

通
信
系

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
と
同
方
式
）

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
と
同
方
式
）

役
務
利
用
放
送
系

役
務
利
用
放
送
系

（Ｉ
Ｐ
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
）

（Ｉ
Ｐ
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
）

役
務
利
用
放
送
系

役
務
利
用
放
送
系

Ｈ１７．１１

Ｈ１７．１０

Ｈ１７．７

Ｈ１７．４

Ｈ１７．１０

Ｈ１５．７

Ｈ１６．７

Ｈ１７．９

Ｈ１６．２

Ｈ１７．６

Ｈ１６．７

Ｈ１５．１２

Ｈ１５．３

サービスサービス
開始時期開始時期

ＴＢＳ

日本テレビ

フジテレビ

USEN

TVバンク

キャスティ

NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

STNet

ｵﾌﾟﾃｨｷｬｽﾄ

アイキャスト

ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨ

ＫＤＤＩ

ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ

提供主体提供主体

VOD
「TEPCOひかり」ﾕｰｻﾞｰ向けに映像ｺﾝﾃﾝﾂを無料で
提供。（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾕｰｻﾞには低画質版を無料で提供。）

casTY

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（35ch）、

VOD（約5000本）

光ﾌﾟﾗｽﾈｯﾄDION（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ）の契約者を
対象に放送サービスを提供

光プラスＴＶ

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（60ch以上）
ﾌﾚｯﾂ光ﾌﾟﾚﾐｱﾑ・Bﾌﾚｯﾂ(光回線ｻｰﾋﾞｽ)の契約者を対
象に放送サービスを提供

4th MEDIA

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（31ch）
ﾌﾚｯﾂ光ﾌﾟﾚﾐｱﾑ・Bﾌﾚｯﾂ(光回線ｻｰﾋﾞｽ)の契約者を対
象に放送サービスを提供

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞTV

地上波、多ﾁｬﾝﾈﾙ放送、

PPV（ｽｶﾊﾟｰ！270ch）
契約者を対象にｽｶﾊﾟｰ！の多ﾁｬﾝﾈﾙｻｰﾋﾞｽを提供ｽｶﾊﾟｰ！光

地上波、

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（50ch以上）
契約者を対象に放送サービスを提供ﾋﾟｶﾗ光てれび

VOD（100ﾀｲﾄﾙ見放題）
CoDen光の契約者を対象にインターネット接続サー
ビスや電話サービスとセットで提供

OCNシアター

ＴＢＳ BooBo BOX

第2日本ﾃﾚﾋﾞ

フジテレビ

on Demand

GyaO

TVバンク

BBTV

名名 称称

ＶＯＤ
大手ISPユーザー、STBユーザーを対象に、フジテレ
ビ番組、映像コンテンツを提供

ＶＯＤ
全インターネットユーザーを対象に、日本テレビの過
去の番組を中心に提供

ＶＯＤ
大手ISPﾕｰｻﾞｰ、STBﾕｰｻﾞｰを対象にTBSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾃ
ﾚﾋﾞ番組や映像ｺﾝﾃﾝﾂを提供

VOD

VOD

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（41ch）、

VOD（約5000本）

サービス概要サービス概要

全インターネットユーザを対象に無料で提供

全インターネットユーザを対象に無料で提供

Yahoo! BB光・ADSL（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ）の契約者
を対象に放送サービスを提供

提供形態提供形態
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ⅠⅠー２ー３ー２ー３ 新「放送」サービス②新「放送」サービス②（ポッドキャスティング・インターネットラジオ）（ポッドキャスティング・インターネットラジオ）

※各社HP等から事務局作成。

ストリーミングKBSインターネットラジオ番組KBS京都

ポッドキャスティングIBCポッドキャスティングIBC岩手放送

ストリーミングWeb JOQR internet radio

ポッドキャスティングPodcastQR文化放送

ストリーミングTBSラジオ WEB RADIO

ポッドキャスティングpodcasting954TBSラジオ

ストリーミングRCCラジオ インターネット放送RCC中国放送

ポッドキャスティングパケディオＲＦラジオ日本

ストリーミングインターネットラジオ LFX
mudigi

ポッドキャスティングニッポン放送 Podcasting
STATION

ニッポン放送Ａ
Ｍ
ラ
ジ
オ
局

名 称 種別提供主体

＜ラジオ放送局のインターネットラジオ、ポッドキャスティングによるサービス事例＞

（１）（１） インターネットラジオインターネットラジオ

オープンなIP網上でラジオ番組の音声をストリーミング再生。常時接続環境の整備に伴い、利用が拡大している。（米国では、
2005年3月時点でインターネットラジオの利用者数が5,850万人に達している）

（２）（２） ポッドキャスティングポッドキャスティング

オープンなIP網上でのダウンロードによる動画・音声ファイルの蓄積型配信。対応サイトのファイル更新時に更新情報を取得し、
自動的にダウンロードする。＠Niftyが配信する番組の登録者が400万人を突破するなど利用人口が拡大している。

（iPodの世界累計販売台数は今年1月に4,200万台を越え、今年2月にはiTMSの累計楽曲販売数は、10億曲を突破している。）

既存のラジオ放送局も、インターネットラジオやポッドキャスティングを用いたコンテンツ配信の取り組みを、ユーザニーズが
高く、権利処理が可能な番組から開始している。

「参考」

ポッドキャスティングJ-WAVE Podcasting

ストリーミングJ-WAVE INTERNET
BROADCAST

J-WAVE

ポッドキャスティングZIP-FM PodcastingＺＩＰ-FM

ポッドキャスティングInter FM PodcastInterFM

ポッドキャスティングKissLivly PodcastingKiss-FM
KOBE

ポッドキャスティングfm osaka The PodcastＦＭ大阪

ストリーミングTOKYO FM INTERNET RADIO TFM

Ｆ
Ｍ
ラ
ジ
オ
局

Ｔ
Ｖ
局
系

ポッドキャスティング日テレNEWS24ビデオポッドキャス

ティング （動画）
日本テレビ

ポッドキャスティングAZステー ション by WOWOW -
Let‘s Enjoy Podcasting （音声）

WOWOW

名 称 種別提供主体
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ⅠⅠ--22--44--11 我が国における周波数割当のプロセス我が国における周波数割当のプロセス

ⅠⅠ--22--44--22 国等の電波の利用状況国等の電波の利用状況

ⅠⅠ--22--44--33 無線通信システムによる無線局免許等の制度について無線通信システムによる無線局免許等の制度について

ⅠⅠ--22--44--44 新たな周波数利用の推進新たな周波数利用の推進

ⅠⅠ--22--44--55 米国における周波数割当制度の例米国における周波数割当制度の例
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ⅠⅠ--22--44--11 我が国における周波数割当のプロセス我が国における周波数割当のプロセス

○電波を管理する国際的な枠組み（国際電気通信連合（ITU）憲章・条約）に基づき電波の特性に応じ、

周波数帯ごとの用途を定めた分配表や使用条件を規定。

○ 日本は、ＩＴＵにおいてアジア・オセアニア（第三地域）に分配された用途に基づき、「周波数割当計画」

（総務省告示：電波法第２６条）を制定し、国内の周波数使用に関する条件を定めている。

○なお、我が国では、国による利用を含め、総務省が国内における電波利用の監督・管理を行っている。

周
波
数
の
国
際
分
配
の
決
定

周
波
数
の
国
内
分
配
の
決
定

（周
波
数
割
当
計
画
の
策
定
）

新
シ
ス
テ
ム
の
技
術
基
準
の
策
定

ＩＴＵＩＴＵ 総 務 省

免
許
方
針
・審
査
基
準
の
策
定

無
線
局
免
許
申
請
の
受
理
・審
査

無
線
局
免
許
（周
波
数
の
割
当
）

電波法２６条（周波数割当計画）
１ 総務大臣は、免許の申請等に資するため、割り当てることが可能な周波数の表（以下「周波数割当計画と
いう。）を作成し、これを公衆の閲覧に供するとともに、これを公示しなければならない。（以下略）

無
線
局
の
運
用
開
始

無
線
局
の
運
用
開
始

※免許不要の無線局等を除き、
原則として、同様の手続き
のもとで行われる。

ITUへの我が国からの提案や、国内での基準や方針を定
める際、審議会への諮問及びパブリックコメントを実施し、
透明性を確保
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ⅠⅠ--22--44--22 国等の電波の利用状況①国等の電波の利用状況①

①　公共業務用に分配されている周波数帯幅 （平成17年4月1日現在）

周波数帯幅(注2) 周波数区分に
占める割合 周波数帯幅(注2) 周波数区分に

占める割合 周波数帯幅(注2) 周波数区分に
占める割合

1782MHz 59.4% 2564MHz 85.5% 49175MHz 91.1%

573MHz 19.1% 61MHz 2.0% 535MHz 1.0%

　(注1） 6GHz超の周波数帯における周波数帯幅等については、上限を60GHzとして算出。

　(注2) 周波数割当計画上、公共業務用（対象免許人：国、地方公共団体、公益事業者（電力、ガス、水道等）等）に分配されている周波数帯を、占用で分配されている

　　　　　周波数帯幅と他の目的（電気通信業務用、一般業務用、放送事業用等）と共用している周波数帯幅に分計した値。

3GHz以下の周波数 3GHz超6GHz以下の周波数 6GHz超の周波数(注1)

他の目的と共用している周波数帯

占用で分配されている周波数帯

（平成17年3月24日現在）

②　国の無線局及び独立行政法人の無線局のうち電波利用料が免除されている局、並びに地方公共団体の無線局のうち
　　 電波利用料が減免されている局の無線局数が占める割合

3GHz以下の周波数-Ⅱ
（携帯電話の無線局数を除く）

国
6.77%

地方公共団体
（消防）
2.77%

地方公共団体
（水防）
0.35%

地方公共団体
（防災行政）

4.54%

独立行政法人
0.09%

国等が開設する
無線局
14.52%

国等以外の免許人が
開設する無線局
(携帯電話を除く)

85.48%

3GHz以下の周波数-Ⅰ

国
0.27%

国等以外の免許人が
開設する無線局

99.42%

国等が開設する
無線局
0.58%

独立行政法人
0.003%

地方公共団体
（防災行政）

0.18%

地方公共団体
（水防）
0.01%

地方公共団体
（消防）
0.11%
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ⅠⅠ--22--44--2  2  国等の電波の利用状況②国等の電波の利用状況②

6GHz超の周波数

国等以外の免許人が
開設する無線局

84.99%

国等が開設する
無線局
15.01%

国
12.80%

地方公共団体
（水防）
0.16%

地方公共団体
（防災行政）

1.40%

独立行政法人
0.31%

地方公共団体
（消防）
0.34%

3GHz超6GHz以下の周波数

地方公共団体
（消防）
0.28%

地方公共団体
（防災行政）

0.33%

独立行政法人
0.76%

国
3.93%

国等が開設する
無線局
5.30%

国等以外の免許人が
開設する無線局

94.70%

＜ 参 考 ＞ （平成17年3月24日現在）

無線局数(注2,注3) 総無線局数に

占める割合(注3) 無線局数(注2) 総無線局数に
占める割合 無線局数(注2) 総無線局数に

占める割合

0.27%
(6.77%)
0.003%
(0.09%)
0.11%

(2.77%)
0.01%

(0.35%)
0.18%

(4.54%)
0.58%

(14.52%)
94,796,779
(3,764,999)

　(注1） 6GHz超の周波数帯における無線局数等については、上限を60GHzとして算出。

　(注2) 無線局免許を要しないものを除く。

　(注3) （　　）内の数値は、携帯電話の無線局数を除いて算出した値。

　(注4) 電波法第104条第1項に基づき、電波法施行令第7条に規定する独立行政法人。

0

38

602

3GHz以下の周波数 3GHz超6GHz以下の周波数 6GHz超の周波数(注1)

446

86

32

3.93%

0.76%

0.28%

0.31%

12.80%

0.34%

【参考】　総無線局数

254,781

3,243

103,888

13,323

170,990

546,650

免
許
人
・
用
途

　国

　独立行政法人（注4）

　地方公共団体（消防）

　地方公共団体（水防）

　地方公共団体（防災行政）

合　　　　計

0%

0.33%

5.30%

13,911

333

367

179

16,315 15.01%

1.40%

0.16%

1,525

-- 11,349 - 108,713
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ⅠⅠ--22--44--33 無線通信システムによる無線局免許等の制度について無線通信システムによる無線局免許等の制度について

免許等不要

個々の無線局として
監理が必要な無線局

高出力で電波が届く範
囲は広いが、ベストエ
フォート型で混信防止
のメカニズムを有し、他
の無線局と電波を共同
利用する無線局

同じタイプのものを
まとめて監理する無
線局

電波が届く範囲が
限られる無線局で、
技術基準適合性の
確認のみで自由に
電波を利用できる
無線局

電波が著しく微弱で
あり、自由に電波を
利用できる無線局

・TV/ラジオ放送局

・携帯電話基地局
・人工衛星局
・航空機局
・船舶局

・携帯電話端末
・共同利用型業務用
無線

・ＶＳＡＴ地球局

・5GHz帯無線アク

セスシステムの基
地局等

・10mW以下のPHS
基地局

・高出力電子タグの
読み取り機

・コードレス電話
・無線LAN
・ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ(小電力)
・自動車レーダー
・低出力電子タグの

読み取り機

約334万局
(約3.4％）

約9584万局
(約96.6％）

約533局
(約0.0％）

特
徴

主
な
用
途

約44万件 5445件 24件

不明 不明

工事設計認証：3036件

免許 登録包括免許

微弱電波の無線局小電力無線局

無線通信システムによる無線局免許等の制度について

・ｷｰﾚｽｴﾝﾄﾘｰ
・ｺｰﾄﾞﾚｽﾏｳｽ
・FMﾄﾗﾝｽﾐｯﾀ

無線局数
(H17.10末）

年間件数
(H16）
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ⅠⅠ--22--44--44 新たな周波数利用の推進新たな周波数利用の推進

世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境の中核となる電波利用システムの円滑な導入を図るため周波数割当ての見直しの実施世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境の中核となる電波利用システムの円滑な導入を図るため周波数割当ての見直しの実施

Ⅳ 再配分等による新規
電波ニーズへの迅速な
周波数の確保

Ⅳ 再配分等による新規
電波ニーズへの迅速な
周波数の確保

Ⅲ 光ファイバ等で代替可
能な周波数は移動通信等
の電波利用が不可欠な用
途に割当て

Ⅲ 光ファイバ等で代替可
能な周波数は移動通信等
の電波利用が不可欠な用
途に割当て

Ⅱ 有効に利用されて
いない不要な周波数
の返還

Ⅱ 有効に利用されて
いない不要な周波数
の返還

Ⅰ 国等の公的機関、公益
企業を含め、抜本的な周
波数割当ての見直し

Ⅰ 国等の公的機関、公益
企業を含め、抜本的な周
波数割当ての見直し



3131

ⅠⅠ--22--44--55 米国における周波数割当制度の例米国における周波数割当制度の例

●周波数帯リース制度の枠組み

・ ＦＣＣの許可又はＦＣＣへの届出により、免許人が周波数帯のリースを行うことを可能とする制度。

２００３年 連邦通信委員会（ＦＣＣ)規則改正により､リース制度を導入【無線呼出、携帯電話等】２００３年 連邦通信委員会（ＦＣＣ)規則改正により､リース制度を導入【無線呼出、携帯電話等】

オークション制度オークション制度オークション制度

周波数帯リース制度周波数帯リース制度周波数帯リース制度

１９９３年 連邦通信法改正によりオークション制度導入【無線呼出、携帯電話等】１９９３年 連邦通信法改正によりオークション制度導入【無線呼出、携帯電話等】

●オークション制度の枠組み

・ 無線局の競願処理にあたり、入札（オークション）により免許人を決定する制度。

○主な事例

・ 携帯電話について、1995年～2005年にかけて、８回の入札により計3,026免許※を付与。

落札総額は約4.3兆円。 ※支払い不能に陥った免許について行った再オークションを含む。

地上放送のデジタル化地上放送のデジタル化地上放送のデジタル化

１９９７年 ＦＣＣの命令により､2006年末までにテレビ放送をデジタル転換するよう、放送事業者に要請１９９７年 ＦＣＣの命令により､2006年末までにテレビ放送をデジタル転換するよう、放送事業者に要請

・ＦＣＣは、電波の有効利用及び高度なサービスの実現のため、テレビ放送のデジタル化を決定。現在２～69チャンネ

ルを利用しているアナログ放送を、デジタル化により２～５１チャンネルに再編。空いた周波数は、公共保安用及び
オークションの落札者が利用。なお、本年２月に成立した法律により、デジタル化への移行期限を2009年２月17日に

延期。

（参考） 欧州の第３世代携帯電話のオークションでは、実施から約４年間、大部分の事業者がサービスを開始せず、事業者の格付けが
低下し経営基盤が悪化する等の状況が生じた。
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ⅠⅠ--22--55 省庁再編省庁再編 ーー 主要国の主な情報通信行政組織主要国の主な情報通信行政組織 ーー

Ｅ ＵＥ Ｕ

総合的な
ＩＣＴ戦略

総合的な
ＩＣＴ戦略

通
信
／
放
送
の
規
律

通
信
／
放
送
の
規
律

企
画
・立
案

企
画
・立
案

実

施

実

施

消費者
保護

消費者
保護

情報
ｾｷｭﾘﾃｨ

情報
ｾｷｭﾘﾃｨ

著作権著作権

ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞ
対策

ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞ
対策

ICT
研究開発

ICT
研究開発

アメリカアメリカ イギリスイギリス フランスフランス ドイツドイツ

情
報
社
会
・メ
デ
ィ
ア
総
局

情
報
社
会
・メ
デ
ィ
ア
総
局

健
康
・消
費

者
保
護
総
局

健
康
・消
費

者
保
護
総
局

域
内
市
場

サ
ー
ビ
ス
総
局

域
内
市
場

サ
ー
ビ
ス
総
局

地域政策
総局

地域政策
総局

企
業
産
業

総
局

企
業
産
業

総
局

貿
易
産
業
省

貿
易
産
業
省

経
済
財
政
産
業
省

経
済
財
政
産
業
省

首相府首相府

国民教育高等
教育研究省

国民教育高等
教育研究省

司法省司法省文
化

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
省

文
化

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
省

特
許
庁

特
許
庁

司
法
・自
由
・

安
全
総
局

司
法
・自
由
・

安
全
総
局

首
相
府

首
相
府

国
防
省

情
報
シ
ス
テ
ム

安
全
中
央
局

国
防
省

情
報
シ
ス
テ
ム

安
全
中
央
局

国
家
イ
ン
フ
ラ

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

セ
ン
タ
ー

国
家
イ
ン
フ
ラ

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

セ
ン
タ
ー

内
務
省

内
務
省

韓 国韓 国 中 国中 国

情報通信部情報通信部

情
報
通
信
部

情
報
通
信
部

研究総局研究総局

情
報
産
業
部

情
報
産
業
部

連邦通信

委員会

（ＦＣＣ）

連邦通信

委員会

（ＦＣＣ）

各
州
公
益
事
業
委
員
会
（50
州
）

司法省司法省

米国議会図書館著作権局米国議会図書館著作権局

連邦取引委員会連邦取引委員会

国土安全保障省（ＤＨＳ）国土安全保障省（ＤＨＳ）

大統領府大統領府

大統領府国家
科学技術政策局

大統領府国家
科学技術政策局

農務省、教育省、

保健社会福祉省等

農務省、教育省、

保健社会福祉省等

DARPA,NSF,NIST
等

商務省商務省

国防総省等国防総省等

連邦議会連邦議会

法律制定法律制定

放
送
委
員
会

放
送
委
員
会

国
家
広
播
電
影
電
視
総
局

国
家
広
播
電
影
電
視
総
局

Ｆ
Ｃ
Ｃ

Ｆ
Ｃ
Ｃ

州
議
会

規則制定規則制定

経
済
財
政
産
業
省

経
済
財
政
産
業
省

欧州委員会（情報社会・ メディア総局）欧州委員会（情報社会・ メディア総局）

通信庁

(OFCOM)

通信庁

(OFCOM)

電
子
通
信
郵
便

規
制
機
関

電
子
通
信
郵
便

規
制
機
関

視
聴
覚

最
高
評
議
会

視
聴
覚

最
高
評
議
会

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
庁

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
庁

貿易
産業省

経済財政
産業省

文化ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝ省

経済
技術省

州
メ
デ
ィ
ア
庁
（16
州
）

文化ﾒﾃﾞｨｱ
ｽﾎﾟｰﾂ省

通 信 放 送

情報通信に関するEU指令の策定情報通信に関するEU指令の策定

情報通信に関するEU指令の国内法制化情報通信に関するEU指令の国内法制化

通信・放送

欧州委員会
（情報社会・
メディア総局）

欧州委員会
（情報社会・
メディア総局）

内閣府内閣府 首相府首相府

○ 主要国で通信・放送を一元的に規律しているのは、米国及び英国（英国では０３年に通信・放送規制機関を統合）。ＥＵでも、０４年に情報社
会総局に教育文化局の放送所管部門を統合。韓国でも通信・放送行政の一元化に向け検討中。

○ 米国では、連邦議会が専権的に法案を作成・制定。ＥＵでは、欧州委員会が域内共通の情報通信に関する指令を策定。

○ 主要国で通信・放送を一元的に規律しているのは、米国及び英国（英国では０３年に通信・放送規制機関を統合）。ＥＵでも、０４年に情報社
会総局に教育文化局の放送所管部門を統合。韓国でも通信・放送行政の一元化に向け検討中。

○ 米国では、連邦議会が専権的に法案を作成・制定。ＥＵでは、欧州委員会が域内共通の情報通信に関する指令を策定。
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ⅠⅠ－３－３ 研究開発の在り方（基礎研究部門）研究開発の在り方（基礎研究部門）

 独独立立行行政政法法人人情情報報通通信信研研究究機機構構  

（（ＮＮＩＩＣＣＴＴ））  

日日本本電電信信電電話話会会社社  

（（ＮＮＴＴＴＴ持持株株））  

日日本本放放送送協協会会  

（（ＮＮＨＨＫＫ放放送送技技術術研研究究所所））  

根根拠拠法法  

  

  

独立行政法人情報通信研究機構法 
第４条（機構の目的） 

独立行政法人情報通信研究機構…は、情報の電

磁的流通…及び電波の利用に関する技術の研究

及び開発、高度通信・放送研究開発を行う者に対

する支援、通信・放送事業分野に属する事業の振

興等を総合的に行う…。 

日本電信電話株式会社等に関する法律 

第３条（責務） 

会社…は、…電気通信技術に関する研究の推進

及びその成果の普及を通じて我が国の電気通信

の創意ある向上発展に寄与し、もつて公共の福祉

の増進に資するよう努めなければならない。 

放送法 

第９条（業務） 

１ 協会は、…次の業務を行う。 

三 放送及びその受信の進歩発達に必要な調査

研究を行うこと。 

研研究究者者数数  ３０５名※１） 約３０００名※3） ２５９名※５) 

研研究究予予算算額額  ３７０億円※２） １，４６９億円※4） １０７億円※6) 

業業務務内内容容  ○ 情報通信に関する研究・開発（国の政策等と密

接な連携の下、基礎的でハイリスクな研究開発

や実用化まで長期間・高負担を要する研究開

発を中心に実施。） 

○ 周波数の国家標準値の設定・標準電波の発射

（時刻・計測機器等の較正に活用）、標準時の

通報 

○ 民間研究開発機関等に関する支援等（助成金 

交付等） 

○ 産学官連携による研究開発（テストベッド整備

等） 

○ 将来の事業に重要な基礎・要素技術及び電気

通信事業者が新サービスを実現するための共

通的な技術に係る研究開発 

※ サービス、事業に直結した研究開発は、 

ＮＴＴグループ各事業会社で実施。 

○ 具体的な技術分野として、コンテンツ・アプリケ

ーション技術、情報流通プラットフォーム技術、

通信ネットワーク技術、端末・ソフトウェア技

術、先端技術（光デバイス、材料科学等）があ

る 

○ 公共放送の研究機関として、視聴者のメリット

を最優先に、長期的な視野に立った研究を推進 

○ 放送局に所属することにより、視聴者のニーズ

や放送現場を熟知した研究機関として、基礎から

実用化まで一貫した研究開発 

主主なな研研究究成成果果  

（（例例））  

■ ネットワーク関連技術：超高速光通信技術の 

確立（世界初の光パケットスイッチ試作）等 

■ 安心・安全に関する技術：天候に関わらず 

災害状況を観測できるレーダー開発 

■ 基礎的・先端的な技術：現在の技術を超えた高

信頼性・大容量化を実現できる量子情報通信

技術の研究開発 

■ 新たな技術・産業を創出する研究開発環境の 

構築：次世代インターネット基盤技術開発等を 

推進するためのテストベッドネットワーク構築 

■ 光ファイバ製造技術：高機能ファイバ製造法の

VAD （Vapor Phase Axial Deposiition）法の開

発等 

■ 映像符号化技術：DVD やデジタル放送に用い

られている映像符号化方式 MPEG の標準化を

主 導し、 HDTV 用ワ ンチッ プ MPEG-2 LSI 

(VASA)を開発 

■ 音声符号化技術：世界の携帯電話で用いられ

ている音声符号化方式（PARCOR: PARtial 

auto- CORrelation）の発明等 

■ ファクシミリ技術：送信時間を大幅に短縮する

高効率な符号化方式（MR）の発明等 

■ 新しい放送方式：ハイビジョン、デジタル放送、

スーパーハイビジョン、立体テレビ 

■ 情報バリアをなくすマイノリティサービス：聴覚

障害者のための字幕サービス、視覚障害者の

ための解説放送、高齢者のための話速変換 

■ 放送現場へ適用する研究：高感度・高速度カメ

ラ※）、中継用伝送システム、バーチャルスタジ

オ 

   ※）高感度カメラの技術は、医療現場でも応用 

■ デバイスや人間科学に関する基礎研究：PDP

薄型テレビ、フレキシブルディスプレイ、視聴覚

メカニズムの解明 

※1）平成 18 年 1 月 1 日現在、※2）平成 18 年度運営費交付金予定額、※3）平成 17 年 3 月末現在、※4）平成 16 年度決算額、※5)平成 17 年度要員数、※6）平成 18 年度予算（人件費

研究設備費用を含むものであり、人件費等を除く額は 55 億円（平成 17 年度事業費）。）。 
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ⅡⅡー１ー１ 通信におけるＩＰ化及びＦＭＣの現状通信におけるＩＰ化及びＦＭＣの現状

ⅡⅡ 融合時代の通信の在り方融合時代の通信の在り方

ⅡⅡ－１－１－－１１ 通信における通信におけるIPIP化の現状化の現状

ⅡⅡ－１－１－－２２ 我が国の我が国のFMCFMCサービスの現状サービスの現状
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ⅡⅡ－１－１－１－１ 通信における通信におけるIPIP化の現状①化の現状①（技術革新に伴う構造変化）（技術革新に伴う構造変化）
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（単位：万契約）

（ＤＳＬ＋ＣＡＴＶ＋ＦＴＴＨ＋無線）

加入－移動の
契約数が逆転
加入：5,555万
移動：5,685万

（平成１２年３月）

固定－移動の
契約数が逆転
固定：6,219万
移動：6,282万

（平成１２年１１月）

固定電話の加入者数やトラヒックが減少し、携帯電話、ブロードバンド、ＩＰ電話が増加へ。

【通信時間の推移】

【出典】「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」（総務省）他
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ⅡⅡ－１－１－１－１ 通信における通信におけるIPIP化の現状②化の現状②（ＮＴＴグループ中期経営戦略の概要）（ＮＴＴグループ中期経営戦略の概要）

(1) 端末からネットワークまで一貫してＩＰ化された次世代ネットワークを構築。

(2) 次世代ネットワークは、移動通信と固定通信の融合を含めたサービスの共通基盤として構築。

(3) ２０１０年には、３，０００万（固定電話全加入者６，０００万）の顧客に光アクセスと次世代ネットワークサービスを提供。

(4) 次世代ネットワークを活用したソリューションやノントラヒックビジネスにおいて、２０１０年までに５，０００億円の売上げ増を目指す。

(5) 固定通信事業の設備投資は、２０１０年まで従来の設備投資額と概ね同程度の水準（累計５兆円）で実施。

(6) 固定通信事業における運営コストの削減を図り、２０１０年までに８，０００億円のコストダウンを目指す。

「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（２００４年１１月発表）

「ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について」（２００５年１１月発表）

(1) 光ファイバ・無線をアクセス回線とし、県内／県間、東／西、固定／移動のシームレスなサービス提供をＩＰベースで可能とする次

世代ネットワークを構築。

(2) 次世代ネットワークは、ＮＴＴ東西・ドコモが構築。

(3) ２００６年度下期から次世代ネットワークのフィールドトライアルを開始し、２００７年度下期に次世代ネットワークによるサービスの

本格提供を開始。

(4) ＩＳＰ、ポータルサービス等の上位レイヤサービスをＮＴＴコミュニケーションズに統合。

(5) 固定・移動のトータルソリューションの強化等のため、法人ユーザに対してＮＴＴコミュニケーションズが一元的に対応。

(6) 通信・放送融合の流れを踏まえ、コンテンツ配信ビジネスの拡大を図る。

(7) グループ会社の連携により、サービス申込み・料金請求の一本化等のワンストップサービスを提供。
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ⅡⅡ－１－１－１－１ 通信における通信におけるIPIP化の現状③化の現状③((ＫＤＤＩの固定電話網ＩＰ化計画の概要ＫＤＤＩの固定電話網ＩＰ化計画の概要))

○ ＫＤＤＩとしては、世界に先駆けて固定網のＩＰ化を完了し、ブロードバンドを利用しない

加入者にも、ＩＰ技術により低廉なサービスを提供したい考え

○ 具体的には、２００５年度より既存固定電話網のＩＰ化に着手し、ソフトスイッチへの置換を
２００７年度末までに完了

○ 固定電話網をＩＰ化することで、ＩＰ電話系の新しいサービスの導入が容易な環境を構築

○ ＫＤＤＩとしては、世界に先駆けて固定網のＩＰ化を完了し、ブロードバンドを利用しない

加入者にも、ＩＰ技術により低廉なサービスを提供したい考え

○ 具体的には、２００５年度より既存固定電話網のＩＰ化に着手し、ソフトスイッチへの置換を
２００７年度末までに完了

○ 固定電話網をＩＰ化することで、ＩＰ電話系の新しいサービスの導入が容易な環境を構築

○ ＫＤＤＩは、２００３年１０月に、ＦＴＴＨにより、映像、高速インターネット、高品質なＩＰ電話の

トリプルプレイサービスを提供する「ＫＤＤＩ光プラス」を開始

○ また、２００５年２月には、加入者電話回線（メタル回線）をＫＤＤＩのＩＰ網にダイレクトに接続する
（ＮＴＴの交換機を経由しない）サービス「ＫＤＤＩメタルプラス」を提供開始

○ ＫＤＤＩは、２００３年１０月に、ＦＴＴＨにより、映像、高速インターネット、高品質なＩＰ電話の

トリプルプレイサービスを提供する「ＫＤＤＩ光プラス」を開始

○ また、２００５年２月には、加入者電話回線（メタル回線）をＫＤＤＩのＩＰ網にダイレクトに接続する
（ＮＴＴの交換機を経由しない）サービス「ＫＤＤＩメタルプラス」を提供開始

１ これまでの取り組み（新規サービスの開始）１ これまでの取り組み（新規サービスの開始）

２ 固定電話網のＩＰ化のスケジュール２ 固定電話網のＩＰ化のスケジュール

2004年9月15日発表



3838

ⅡⅡ－１－２－１－２ 我が国の我が国のFMCFMCサービスの現状サービスの現状

ＦＭＣサービスの類型

① 請求書の一本化
固定電話と携帯電話の請求書が一体として送られてくるサービス。

② ワンストップ申込み
１回の申込みで、固定電話と携帯電話に加入できるサービス。

我が国のＦＭＣサービスの現状
携帯
請求A

固定
請求B

Ａ＋Ｂ

請求

・複数の請求により煩雑さを解消
・問い合わせ窓口も一本化
・請求額の割引きあり

（請求書の一本化）

（ＫＤＤＩの例）
ＫＤＤＩでは、固定電話と携帯電話の請求書を、一つにまとめて請求するサービス（「ＫＤＤＩまとめて請求」）を

2005年５月（6月請求分から）から開始。

このサービスを利用することにより、毎月の請求額から一定額の割引きを行ったり、固定と携帯それぞれのポイントを合算できるようにした。

③ 端末の共用
１台の端末が、屋外では携帯電話（ＰＨＳ）、屋内では固定電話の子機や社内

での内線無線電話として利用できるサービス。
④ 固定網・携帯網自動切り替え

１つの端末・電話番号で、屋外では携帯電話、屋内（自宅等）では固定電話と
してシームレスに利用できるサービス。

※FMC：Fixed and Mobile Convergence

（ケイ・オプティコム＋移動系事業者との連携例）
ケイ・オプィコムは、ＮＴＴドコモ、ウィルコム、ＫＤＤＩ（２００６年３月開始予定）の移動系各社と法人向けソリューション分野で連携したサービスを開始。

社内ではIPワイヤレス内線電話（連携事業者等との協業）、社外への発信はIP電話（ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ提供）、外出先では携帯電話（連携事業者提供）として利用可能。

（ＮＴＴ西日本＋NTTドコモの例）
ＮＴＴ西日本は、大阪ガスの４９拠点の事業所を結ぶ「ＩＰ電話システム」を構築中。 端末は１台の

携帯電話端末で、社内ではＮＴＴ西日本の回線を使用したＩＰ電話による内線および外線通話、社外
では一般の携帯電話としてＮＴＴドコモの「ＦＯＭＡ」を採用。 平成１７年度から順次移行を開始し、平成１８年末の移行完了を目指している。

（ＮＴＴドコモ単体の例）
ＮＴＴドコモでは、２００４年７月に、ＦＯＭＡと無線ＬＡＮのデュアル端末を開発し、法人ユーザー向けに

FOMAで利用できる企業IP内線システムの販売を開始。社内では内線電話として、社外ではドコモの
携帯電話として利用可能。

（ＰＨＳの活用例）
・ＰＨＳを家庭内電話の子機として活用
ＰＨＳを、屋内では固定電話機の子機として、屋外では移動電話として活用。家庭内の親機（デジタル電話機）に

ＰＨＳを子機として登録することにより簡単に利用可能。（95年のサービス開始当初から、ＰＨＳを子機として登録

できるデジタル電話機が発売される。）

・ＰＨＳの内線端末としての活用
ＰＨＳを企業内では内線電話、屋外では移動電話として活用。
（参考：１９９７年秋に当時の郵政省が採用。総務省においても２００１年の再編時から採用。）

端末の共用

携帯電話・PHS

屋 外屋 外

移動電話事業者網へ

固定通信事業者網へ

内線電話

無線LAN等

建物内建物内

同一端末

・同一端末を利用
・社内では内線として利用
・社外では携帯電話として利用

請求書の一本化
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ⅡⅡー２ー２ ＮＴＴの在り方ＮＴＴの在り方

ⅡⅡ－２－２－－１１ ＮＴＴグループの現状ＮＴＴグループの現状

ⅡⅡ－２－２－－２２ アクセス機能分離アクセス機能分離

ⅡⅡ－２－２－－３３ 「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（アクセス構造分離）「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（アクセス構造分離）

ⅡⅡ－２－２－－４４ 「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（資本分離）「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（資本分離）
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ⅡⅡ－２－１－２－１ ＮＴＴグループの現状ＮＴＴグループの現状

ＮＴＴ東日本ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本ＮＴＴ西日本

59.0％出資

54.2％出資

【単独】
売上高 ３，２３２億円
経常利益 １，５１７億円
人員数 ２，８００人

ＮＴＴ
コミュニケーションズ

ＮＴＴドコモ

ＮＴＴデータ

100％出資

100％出資

売上高 ２兆１，８０９億円
経常利益 ９７６億円
人員数 ８，４００人

売上高 ２兆９８０億円
経常利益 ８００億円
人員数 １万３，０５０人

売上高 １兆９００億円
経常利益 ６７９億円
人員数 ７，７５０人

売上高 ２兆５，７１２億円
（連結： ４兆８，４４６億円）

経常利益 ４，４６０億円
（連結： １兆２，８８２億円）

人員数 ６，１００人
（連結： ２２，２００人）

売上高 ７，３８２億円
（連結： ８，５４１億円）

経常利益 ２４１億円
（連結： ３２１億円）

人員数 ８，１００人
（連結： ２０，４５０人）

◇売上高・経常利益※：平成１６年度決算値
※米国会計基準のＮＴＴ連結、ＮＴＴドコモ連結においては税引前利益を使用

◇人員数、子会社・関連会社数：平成１７年９月末現在

◇出資比率：平成１８年３月末現在

子会社 ５５社

関連会社１６社

子会社 ４９社

関連会社２社

子会社 ４３社

関連会社１０社

子会社 ９９社

関連会社１２社

子会社 ７９社

関連会社１９社

子会社 ４１８社

関連会社 ９７社

子会社 ４１８社

関連会社 ９７社

ＮＴＴ持株会社ＮＴＴ持株会社

【業種】

■テレマーケティング
■情報通信エンジニアリング
■建築・建物エンジニアリング
■不動産
■金融・カード
■電話帳ビジネス
■教育ビジネス
■広告・出版
■リサーチ・コンサルティング
■物流
■アメニティ
■国際
■先端技術開発
■福利厚生
■ＳＩ・情報通信処理

等

【連結】
売上高 １０兆８，０５９億円
税引前利益 １兆７，２３３億円
人員数 ２０万１，５００人

※ 子会社数はその会社自体を含めた数

子会社
＝グループ合算出資比率

５０％以上

関連会社
＝グループ合算出資比率

２０％以上５０％未満

100％出資

ＮＴＴ法適用 電気通信事業法適用
・ユニバーサルサービス提供責務
・研究推進・成果普及責務
・業務範囲規制
・外資規制
・株式保有義務

・参入・退出規制
・料金・約款規制
・利用者保護
・非対称規制（接続規制、行為規制）
・ユニバーサルサービス制度
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■ 英国ＯＦＣＯＭは、ＢＴのネットワークＩＰ化計画（２１ＣＮ計画）を踏まえ、２００４年１月より電気通信政策の抜本的な見直しを掲げた「電気通信の戦略的レビュー」を
実施。

■ 当該戦略的レビューの焦点の一つとなっていたＢＴの組織形態に関し、ＢＴは、競争事業者との同等性を確保する手段として、ボトルネック設備の管理・運営を行
う「アクセスサービス部門（ＡＳ）の設置」等の組織再編や、「真のアクセスの同等性」を実現するための措置、２１ＣＮ計画の設計・構築に当たって公正競争条件を
確保するための措置を含む５５ページにわたる公約（undertakings）をＯＦＣＯＭに提出。

■ ＯＦＣＯＭは、ＢＴの公約履行状況を監視し、検証結果を定期的に公表している。

■ 英国ＯＦＣＯＭは、ＢＴのネットワークＩＰ化計画（２１ＣＮ計画）を踏まえ、２００４年１月より電気通信政策の抜本的な見直しを掲げた「電気通信の戦略的レビュー」を
実施。

■ 当該戦略的レビューの焦点の一つとなっていたＢＴの組織形態に関し、ＢＴは、競争事業者との同等性を確保する手段として、ボトルネック設備の管理・運営を行
う「アクセスサービス部門（ＡＳ）の設置」等の組織再編や、「真のアクセスの同等性」を実現するための措置、２１ＣＮ計画の設計・構築に当たって公正競争条件を
確保するための措置を含む５５ページにわたる公約（undertakings）をＯＦＣＯＭに提出。

■ ＯＦＣＯＭは、ＢＴの公約履行状況を監視し、検証結果を定期的に公表している。

○ ＢＴ役員と兼務しないＣＥＯを置き、従業員３０，０００人を配置。

○ ＢＴグループと合意した事業計画の範囲内において業務遂行上の自由を有し、会計を分離。

○ 経営陣の活動拠点は、ＢＴグループと物理的に隔離された場所とする。

○ ＡＳのシステムについては他部門のシステムと論理的に分離。将来的にはＡＳの業務支援システム（ＯＳＳ）は物理的にも分離。

○ 社員の報酬はＢＴグループではなくＡＳ自体の業績に連動。

○ ＡＳとＢＴグループ他部門との間の不適切な影響力の波及及び情報流用を禁止。

○ 別個のブランド名称「Openreach」を使用。

ボトルネック設備部門「ＡＳ」の設置

○ ＳＭＰ規制（重大な市場支配力を有する事業者に対する規制）の対象となる卸商品のうちＡＳによって管理されるもの以外を管理する「ＢＴＷＳ」と、その他事業者にとって重要な商品を管
理する「ＢＴＳ」を設置。

卸部門「ＢＴホールセール」内部の更なる部門分割

○ 公約の履行の監視とＢＴ経営陣に対する勧告を実施。

ＢＴ内の内部コンプライアンス組織「アクセス平等委員会」の設置

Ｂ
Ｔ
の
組
織
内
分
割
図

小売部門

卸部門

改革前 改革後

BT RetailBT Retail

BT WholesaleBT Wholesale

BT RetailBT Retail

BT WholesaleBT Wholesale

AS (AS (OpenreachOpenreach))

BTWSBTWS BTSBTS

ⅡⅡ－２－２－２－２ アクセス機能分離①（英国アクセス機能分離①（英国BTBT））

ＢＴの組織再編の概要ＢＴの組織再編の概要
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■ 豪州においては、２００５年９月にテルストラ民営化５法が成立し、このうちの一つである電気通信関連改正（競争及び消費者問題）法により、テルストラの「運営
分離」（operational separation）を規定。

■ テルストラの運営を「小売事業部門」「卸事業部門」「主要ネットワークサービス事業部門」に分離し、透明性と同等性を確保することにより、テルストラ・競争事業
者間における公正競争の実現を図る。

■ 通信・情報・芸術大臣は、 ２００９年７月までに、テルストラの市場支配力や運営分離に関する費用対効果等を勘案して運営分離に関するレビューを行う。

■ 豪州においては、２００５年９月にテルストラ民営化５法が成立し、このうちの一つである電気通信関連改正（競争及び消費者問題）法により、テルストラの「運営
分離」（operational separation）を規定。

■ テルストラの運営を「小売事業部門」「卸事業部門」「主要ネットワークサービス事業部門」に分離し、透明性と同等性を確保することにより、テルストラ・競争事業
者間における公正競争の実現を図る。

■ 通信・情報・芸術大臣は、 ２００９年７月までに、テルストラの市場支配力や運営分離に関する費用対効果等を勘案して運営分離に関するレビューを行う。

○ テルストラの社内に「小売事業部門」「卸事業部門」「主要ネットワークサービス事業部門」に設置する。

○ 「主要ネットワークサービス事業部門」は、障害の探知・処置・修理とサービス開始・供給処理を行う。

○ これら３事業部門は、他部門から実質的に分離された形で運営する。

○ これら３事業部門の人員を分離し、特に、「小売事業部門」の人員は「卸事業部門」のいかなる業務にも従事してはならない。

○ これら３事業部門のインセンティブ型報酬体系は別個のものとする。

○ これら３事業部門間における秘密情報の開示を制限する。

○ 「卸事業部門」の経営責任者の会社の経営構造上の地位は、「小売事業部門」の経営責任者の地位と同水準とする。

○ 「卸事業部門」の職場と「小売事業部門」のすべての職場を物理的に隔離し、「小売事業部門」の社員の「卸事業部門」職場へのアクセスを制限する。

事業部門の分離

テルストラの組織再編の概要テルストラの組織再編の概要

○ 運営分離計画の遵守状況を監視する責任者（同等性担当ディレクター）を社内に置く。

○ 運営分離計画の遵守状況に関する報告書を毎年取りまとめ、通信・情報・芸術大臣及び豪州競争消費者委員会に提出する。

監視体制の整備

ⅡⅡ－２－２－２－２ アクセス機能分離②（豪州テルストラ）アクセス機能分離②（豪州テルストラ）

テルストラテルストラ

小売事業部門小売事業部門

主要ネットワーク
サービス事業部門

主要ネットワーク
サービス事業部門

卸事業部門卸事業部門

テ
ル
ス
ト
ラ
の
組
織
内
分
割
図

テルストラテルストラ

改革前 改革後
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ⅡⅡ－２－３－２－３ 「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（アクセス構造分離）（アクセス構造分離）

【【日本電信電話（株）日本電信電話（株）】】

・日本では、既に、ネットワークのオープン化・アンバンドル化、設備管理部門と設備利用部門の会計分離等の措置がとられた結果ＮＴＴのアクセス回線を利用し

たブロードバンドの競争が大きく進展している。

・アクセスの構造的分離については、①電柱等のオープン化により他事業者は自らブロードバンドアクセス設備を構築することも、ネットワークのオープン化により

ＮＴＴ東西の光ファイバ等を利用することもいずれも可能、②アクセスを構造的に分離した場合には、ブロードバンドインフラの円滑な構築やサービスの安定的提

供を損なうおそれが大きいだけでなく、分離に伴う多大な労力や混乱が生じることから、諸外国でも実施した例はなく、③既存事業者のアクセス設備を強制的に

分離することは私的財産権上の問題を生じることから、実施すべきでない。

・次世代ネットワークは国際標準に準拠したオープンなネットワークとして構築。ＮＴＴグループ各社間と他社との間の同等性を確保する観点から、国内外の他

キャリア等との相互接続性や映像配信・アプリケーションプロバイダへのインターフェース開示を確保

・具体的な条件は関係者と協議をしていく考え。

・ＩＰマルチキャスト等の映像配信プラットフォーム等についても、オープンなものとしていく考え。（自ら既存の放送事業そのものに進出していく考えはない。）

【【ＫＤＤＩ（株）ＫＤＤＩ（株）】】

・ＮＴＴ東西は、独占時代に国民負担で敷設した線路敷設基盤を保有し、IP時代にも優先的に使用。他事業者による同等の線路敷設設備の新たな自前構築は困

難。また、ＮＴＴ東西の電柱等は開放されているとはいえ、接続事業者はＮＴＴ東西と同じ手続・スピードでの利用が不可能。ＮＴＴ東西の指定設備管理部門からみ

て、ＮＴＴの利用部門と接続事業者との真の同等性を確保すべき。

・アクセス網への接続の真の同等性を実現するには、ＮＴＴ東西アクセス部門の分離が必要。

・ＮＴＴ東西の次世代ネットワークについては、光ファイバ同様、第一種指定電気通信設備、接続条件を約款化の対象とし、他事業者への開放を義務づけるべき。

【【ソフトバンク（株）ソフトバンク（株）】】

・ＡＤＳＬではそれなりに競争が生じているが、光サービスはＮＴＴ東西の一人勝ち。これは競争が機能していないため。ＮＴＴと新規事業者との間には、情報・手続

等の非対称性があるため、現状では光回線の公正な競争は事実上不可能。

・ＮＴＴのアクセス回線は、政府保証債により引かれたものであり、国民のもの。ＮＴＴを再々編・垂直分離し、ユニバーサル回線会社（民間会社）を創設、光ファイ

バの計画的一括整備と、設備開放によるサービス競争を促進すべき。

・回線会社は、６兆円でメタル回線をすべて光ファイバに置き換えることが可能で、回線単価は６９０円で提供できる。現在、ＮＴＴが５０００円で貸し出していること

が理解できない。回線会社は補助は必要なく、卸に徹して、全国整備が可能。

・アクセス会社の1社独占による非効率性の問題は、地域分割（ヤードスティック競争）、経営情報オープン化、関係者による監視により対応できる。

・次世代ネットワークに係る公正競争条件の確保には、①加入者回線のイコールフィッティング確保、②上位レイヤーに対するオープン性確保、③次世代ネット

ワークのアンバンドル／オープン化 が必要。

※※ヒアリング（第７回ヒアリング（第７回 平成平成1818年年33月月2222日）における各社の主張をもとに、事務局で取りまとめたもの。日）における各社の主張をもとに、事務局で取りまとめたもの。
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ⅡⅡ－２－４－２－４ 「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（資本分離）「ＮＴＴの在り方」に関する各社の主張（資本分離）

【【日本電信電話（株）日本電信電話（株）】】

・ＮＴＴ持株会社は、ＮＴＴ法上も東西会社以外への出資が認められており、ＮＴＴグループの企業価値の最大化を図ることは、ＮＴＴの一般投資家の利益を確保す
るために不可欠。

・ ＮＴＴは、ＩＰ化に伴うユーザーニーズの変化への対応の緊急性を考慮して、現行法の枠組みの下で、グループ各社の連携・リソースの有効活用を図り、次世代

ネットワークを構築することとしたもので、グループ経営の維持は必須。

・次世代ネットワークはオープンとし、グループ内リソース活用については、現行ルール遵守による公正競争条件を確保。

・現在の市場環境は、ブロードバンド市場の各分野で競争が進展しており、ＮＴＴの一社独占回帰はあり得ない。

・構造分離は諸外国でも行われていない。それは、サービスのトータルとして責任を持つことが重要で、分離すると責任境界点ができるため。

【【ＫＤＤＫＤＤII（株）（株）】】

・持株会社体制の下、ＮＴＴグループは圧倒的市場支配力を保持しており、中期経営戦略は独占への回帰を目指すもの。健全な競争が機能しなくなり、利用者利
便が低下。完全資本分離し、各社独自ブランド・営業活動を行い、ヒト・モノ・カネ・情報のファイアーウォールを確立することにより、公正競争を促進すべき。

【【ソフトバンク（株）ソフトバンク（株）】】

（（・次世代ネットワークにドミナント規制を課し、アンバンドル・オープン化による公正競争確保が必要。）

※※ヒアリング（第７回ヒアリング（第７回 平成平成1818年年33月月2222日）における各社の主張をもとに、事務局で取りまとめたもの。日）における各社の主張をもとに、事務局で取りまとめたもの。
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ⅡⅡー３ー３ 規制の在り方規制の在り方

ⅡⅡ－３－３－－１１ 電気通信事業法の競争の枠組みの変遷電気通信事業法の競争の枠組みの変遷

ⅡⅡ－３－３－－２２ 電気通信事業法の現行の枠組み電気通信事業法の現行の枠組み

ⅡⅡ－３－３－－３３ 非対称規制について非対称規制について

ⅡⅡ－３－３－－４４ 接続規制について接続規制について

ⅡⅡ－３－３－－５５ 諸外国の通信事業に対する規制の概要諸外国の通信事業に対する規制の概要

ⅡⅡ－－３３－－６６ NTTNTTグループのサービス別シェアグループのサービス別シェア

ⅡⅡ－－３３－７－７ 通信市場における競争状況通信市場における競争状況

ⅡⅡ－－３３－－８８ ユニバーサルサービス制度についてユニバーサルサービス制度について

ⅡⅡ－－３３－－９９ 諸外国のユニバーサルサービス制度の概要諸外国のユニバーサルサービス制度の概要
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長期増分費用方式の導入
（H12法改正）

・料金認可制を廃止し、事前届
出制に緩和

・NTTの電話、専用線料金にプ

ライスキャップ規制を導入
（H10法改正）

ⅡⅡ－３ー１－３ー１ 電気通信事業法の電気通信事業法の競争の枠組みの変遷競争の枠組みの変遷

参入・退出規制

料金・約款規制

非対称規制

外資規制

ユニバーサル
サービス制度

民間衛星事業者に対す
る外資規制を撤廃

（H6法改正）

H6.6

接続規制

行為規制

参入許可の基準のうち
需給調整条項を撤廃

（H9法改正）

H9.11

外資規制を原則撤廃
（H9法改正）

H10.2

携帯電話等の料金につい
て認可制を廃止し、事前届
出制に緩和

（H7法改正）

H7.10

利用者保護ﾙｰﾙ

接続の義務化、指定電気
通信設備制度の導入

（H9法改正）

H9.11

H10.11

H12.11
・二種指定設備（移動系）制度

の導入、指定設備以外に係る
接続協定の認可制を廃止し、
事前届出制に緩和、

・電気通信事業紛争処理委員
会の設置

（H13法改正）

H13.11

市場支配力を有する事業者に対
する禁止行為規制を導入

（H13法改正）

一種指定設備を用いる役務
以外の役務に関する契約約
款について認可制を廃止し、
事前届出制に緩和

（H13法改正）

H13.11

H13.11

・加入者回線のｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙ
（ﾒﾀﾙ回線：H12省令改正）
（光ﾌｧｲﾊﾞ：H13省令改正）

・ｺﾛｹｰｼｮﾝﾙｰﾙの整備
（H12省令改正）

H12.9～

ユニバーサルサービス
基金制度の導入

（H13法改正）

H14.6

・一種・二種の事業区分を廃止
・事業の参入・退出に係る許可
制を登録・届出制に緩和

（H15法改正）

H16.4

料金・契約約款の事前届出制を
原則廃止し、サービス提供を原
則自由化

（H15法改正）

H16.4

事業休廃止の事前周知、役務の
提供条件に関する説明、適切・
迅速な苦情処理を義務化

（H15法改正）

H16.4

（年月は施行時点）

ユニバーサルサービス
基金制度の見直し

（H18省令改正）

H18.4

接続協定の届出義務を廃止
（H15法改正）

H16.4
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第二種指定電気通信設備を

設置する電気通信事業者

第一種指定電気通信設備を

設置する電気通信事業者

【禁止行為】
・接続情報の目的外利用・提供 等

【特定関係事業者（NTTコム）との間の禁止行為】

・役員兼任 等

・接続約款の認可、公表
・接続会計の整理 等

【指定電気通信役務（※1）】

保障契約約款の作成、届出

【特定電気通信役務（※2）】

プライスキャップ規制（上限価格規制）

事業休廃止の際の利用者に対する事前周知義務、電気通信役務の提供条件に関する説明義務、苦情等に関する適切・迅速な処理義務利用者保護

電気通信回線設備を設置する全ての事業者に対し、接続請求応諾義務

原則として自由

行為規制

接続規制

【ユニバーサルサービスの範囲】
加入電話、公衆電話、緊急通報

【制度の仕組み】
適格電気通信事業者に対し、基礎的電気通信役務の提供に要する費用の額が基礎的電気通信役務の提供により生ずる収益の額を上回ると見込まれる場合

に、その費用の一部に充てるための交付金を交付

ユニバーサル

サービス制度

【禁止行為】
同左

※適用事業者については、市場シェア等も
勘案して個別に指定

なし

接続約款の届出、公表非
対
称
規
制

【基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス：国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべき役務）】
契約約款の作成、届出

料金・約款規制

【参入】
届出 （①端末系伝送路設備の設置区域が同一市町村の区域を超える場合、②中継系伝送路設備の設置区間が一の都道府県の区域を超える場合は登録）

【退出】
事後届出 （利用者に対しては予め相当の期間をおいて周知が必要）

【外資規制】
なし （NTT持株に対しては3分の1の外資規制）

参入・退出規制

外資規制

電気通信事業者

ⅡⅡ－３ー２－３ー２ 電気通信事業法の電気通信事業法の現行の現行の枠組み枠組み

（※1）第一種指定設備を用いて提供する役務であって、他の事業者による代替的な役務が十分に提供されない役務
（※2）指定電気通信役務であって、利用者の利益に及ぼす影響が大きい役務
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ⅡⅡ－３ー３－３ー３ 非対称規制について非対称規制について

公正競争確保のため、市場支配力に着目した非対称規制を整備。

※ 第二種指定設備設置事業者のうち「禁止行為」の適用対象者については、市場シェア等も勘案して個別に指定。

（な し）（な し）◇指定電気通信役務：保障契約約款

（特定電気通信役務：ﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ）
サービス規制

（第20条、21条）

特別な義務
（第33条、34条）

◇接続請求応諾義務◇接続請求応諾義務◇接続請求応諾義務接続義務（第32条）

特定関係事業者
（NTTコム）との間の

禁止行為
（第31条）

禁止行為※

（第30条）

第二種指定電気通信設備（移動系）を設置する
事業者

【業務区域ごと占有率25％超】

→ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラーを指定

第一種指定電気通信設備（固定系）を設置する
事業者

【都道府県ごと占有率50％超】

→ 各都道府県でＮＴＴ東西を指定

（な し）（な し）

◇役員兼任

◇接続に必要な設備の設置等について、他の事
業者に不利な取扱い

◇役務の提供に関する契約締結の媒介等につ
いて、他の事業者に不利な取扱い

◇接続情報の目的外利用・提供

◇事業者間の差別的取扱い

◇他の事業者（製造業者、販売業者含む）に対
する不当な規律・干渉

※ 禁止行為についてはＮＴＴドコモのみ指定

◇接続約款の届出、公表

（な し）

◇接続情報の目的外利用・提供

◇事業者間の差別的取扱い

◇他の事業者（製造業者、販売業者含む）に対
する不当な規律・干渉

（な し）

◇接続約款の認可、公表

◇接続会計の整理

◇LRIC適用

◇ｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙ、ｺﾛｹｰｼｮﾝ

市場支配力を有しない
事業者

市場支配力を有する事業者

（な し）（な し）◇指定電気通信役務：保障契約約款

（特定電気通信役務：ﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ）
サービス規制

（第20条、21条）

特別な義務
（第33条、34条）

◇接続請求応諾義務◇接続請求応諾義務◇接続請求応諾義務接続義務（第32条）

特定関係事業者
（NTTコム）との間の

禁止行為
（第31条）

禁止行為※

（第30条）

第二種指定電気通信設備（移動系）を設置する
事業者

【業務区域ごと占有率25％超】

→ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラーを指定

第一種指定電気通信設備（固定系）を設置する
事業者

【都道府県ごと占有率50％超】

→ 各都道府県でＮＴＴ東西を指定

（な し）（な し）

◇役員兼任

◇接続に必要な設備の設置等について、他の事
業者に不利な取扱い

◇役務の提供に関する契約締結の媒介等につ
いて、他の事業者に不利な取扱い

◇接続情報の目的外利用・提供

◇事業者間の差別的取扱い

◇他の事業者（製造業者、販売業者含む）に対
する不当な規律・干渉

※ 禁止行為についてはＮＴＴドコモのみ指定

◇接続約款の届出、公表

（な し）

◇接続情報の目的外利用・提供

◇事業者間の差別的取扱い

◇他の事業者（製造業者、販売業者含む）に対
する不当な規律・干渉

（な し）

◇接続約款の認可、公表

◇接続会計の整理

◇LRIC適用

◇ｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙ、ｺﾛｹｰｼｮﾝ

市場支配力を有しない
事業者

市場支配力を有する事業者
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対象設備

指定要件

接続関連
規制

各都道府県でNTT東西を指定 NTTドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラーを指定

ⅡⅡ－３ー４－３ー４ 接続規制について接続規制について（（指定電気通信設備制度の枠組み指定電気通信設備制度の枠組み））

第一種指定電気通信設備(固定系) 第二種指定電気通信設備（移動系）

不可欠設備として指定された固定通信用の電気通信設備 不可欠性はないが、（電波の有限性により物理的に更なる参入が
困難となる）移動体通信市場において、相対的に多数の加入者を収
容している設備

都道府県ごと、占有率が50％を超える加入者回線を有すること 業務区域ごと、占有率が25％を超える端末設備を有すること

加入者回線及びこれと一体として設置される
電気通信設備

基地局回線及び移動体通信を提供するために

設置される電気通信設備

接続会計の整理

接続約款の認可・公表

■不可欠設備の管理部門と利用部門を会計上分離し、
その結果を毎年度報告・公表

■接続料
・細分化（アンバンドル）された機能ごとに接続料を設定
・接続料の算定方法は資本報酬率を含め法定

長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式： 電話網等

将来原価方式： 加入者回線（光ファイバ）等

実績原価方式： 加入者回線（銅線）、専用線等

■接続条件
・接続に必要な情報の開示義務
・接続に必要な接続事業者の設備を設置するために建物、

管路・洞道等を利用させる義務（コロケーション義務）
・ＮＴＴ東西と接続事業者の同等性の確保

接続約款の届出・公表

■接続料
・能率的な経営の下における適正な原価に

適正な利潤を加えたものを超えないこと

■接続条件
・不当な条件付けの禁止
・不当な差別的取扱いの禁止
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ⅡⅡ－３ー５－３ー５ 諸外国の通信事業に対する規制の概要諸外国の通信事業に対する規制の概要

【外資】
なし

【外資】
なし

【外資】
なし

－

・固定電話サービスの小売市場においてＳＭＰを持つ事業者に対し、市場参入の妨害や略奪的価格
設定等の反競争的行為の禁止
・卸市場においてＳＭＰを持つ事業者に対し、上記接続規制の他、差別的取扱いの禁止等の規制あ
り。・旧ベル系地域事業者の競争分野での活動にお

いて以下のような条件あり（ただし、一定の条件を
満たせば義務が終了）。
・分離関連会社によるサービス提供
・分離関連会社との役員等の兼任禁止
・分離関連会社と他事業者との間におけるサービ
ス・設備・情報提供等に関する差別的取扱いの禁
止
・分離関連会社との共同マーケティングの制限

【参入】
・基幹電気通信事業者：許可制
・別定通信事業者：登録制
・附加通信事業者：届出制
【外資】
・基幹通信事業者について、４９％の外
資規制あり

【参入】
・電子通信ネットワーク及びサービスの提供は原則一般認可（届出）制（無線周波数等の有限な資
源については、個別の利用権を設定することが可能）

【参入・退出】
・原則として認証が必要（ただし、規制の差控えあ
り）。
【外資】
・外国事業者の米国市場参入に当たって審査基
準あり。
・外国事業者による無線局免許について、直接投
資２０％、間接投資２５％規制。

ＥＵ

・全ての電気通信事業者に相互接続義務あり。
・既存地域事業者にネットワーク要素への非差別
なアクセスをアンバンドル・ベースで電気通信事業
者に提供する義務及びコロケーション義務あり。

・ＦＴＣによる広告・表示規制等

・原則として約款作成義務あり（ただし、規制の差
控えあり）。

米国

【固定電話小売市場】
・ＢＴ等に対して規制
【卸市場】
・固定、ブロードバンド：ＢＴ等に
対して規制
・移動：Ｏ２、ボーダフォン、オレ
ンジ等に対して規制

・固定：ＢＴ等に対して規制
・移動：Ｏ２、ボーダフォン、オレ
ンジ等に対して規制

固定・移動サービスの卸市場においてＳＭＰを持つ事業者に対し、無差別の接続義務、コスト志向
の接続料設定等の規制あり。

・電気通信役務の提供条件明示義務
・料金・サービス品質等に関する消費者への情報公開義務

・ＢＴに対して規制

・固定電話サービスの小売市場において重大な市場支配力（ＳＭＰ）を持つ事業者に対し、約款作成
義務・プライスキャップ規制等あり。

英国

【固定電話小売市場】
・ＤＴに対して規制
【卸市場】
・固定、ブロードバンド：ＤＴに
対して規制
・移動：Ｔモバイル、ボーダフォ
ン等に対して規制

・固定：ＤＴに対して規制
・移動：Ｔモバイル、ボーダフォ
ン等に対して規制

・ＤＴに対して規制

ドイツ

【固定電話小売市場】
・ＦＴに対して規制
【卸市場】
・固定、ブロードバンド：ＦＴに対し
て規制
・移動：オレンジ、ＳＦＲ等に対して
規制

・固定：ＦＴに対して規制
・移動：オレンジ、ＳＦＲ等に対して
規制

・ＦＴに対して規制

フランス

・役務に関する利用者からの正当な意
見・不満を直ちに処理する義務利用者保護

・基幹通信事業者のうち、不可欠設備
を保有または売上高シェア５０％以上
の事業者に対し、アンバンドルベースの
公正・合理的・非差別的な料金・条件で
の接続義務あり。

・基幹通信役務について、原則届出（支
配的事業者は認可）。

行為規制

接続規制

非
対
称
規
制

料金・約款規制

参入・退出規制

外資規制

韓国
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サービスシェア

イー・アクセス

13.0%

ＮＴＴ東西

39.0%

ソフトバンク

ＢＢ

34.8%

アッカ・ネット

ワークス

9.1%

その他

4.2%

回線シェア

光ファイバ

メタル＋光ファイバ

78.1％

94.7％

50％0％ 100％2005年３月現在

100％

固定電話

光ファイバ

携帯電話 ※ ドコモ

マイライン契約

同一県内市外

県 外

国際電話

市 内

0％ 50％

Ｄ Ｓ Ｌ

95.8％

59.2％

54.4％

76.2％

70.9％

60.5％

63.7％

39.0％

(2005年9月現在)

(2005年9月現在)

ADSL

ＮＴＴ東西

59.2%

その他

14.8%

ＵＳＥＮ

9.5%

電力系事業者

16.5%

ＦＴＴＨ全体

NTＴ東西

41.1%

その他

18.3%

ＵＳＥＮ

20.2%

電力系事業者

8%

Fiber-Bit

4.9%

ＫＤＤＩ

7.8%

電力系事業者

23%

ＮＴＴ東西

73.0%

その他

2.6%
ＵＳＥＮ

1.3%

ＦＴＴＨ集合住宅

ＦＴＴＨ戸建て

（ブロードバンド会社別シェア）

ⅡⅡー３ー６ー３ー６ ＮＴＴグループのサービス別シェアＮＴＴグループのサービス別シェア
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ＮＴＴＮＴＴ

ＫＤＤＩＫＤＤＩ

ソフトバンクソフトバンク

ＮＴＴ東西ＮＴＴ東西 ＮＴＴコムＮＴＴコム

東京電力東京電力

ボーダフォンボーダフォン

ＵＳＥＮＵＳＥＮ

日本テレコム日本テレコム

JCNグループ

＋

東京電力

JCNグループ

＋

東京電力

ﾕｰｽﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞﾕｰｽﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ メディアメディア Ｇｙａｏ
ＳｈｏｗＴｉｍｅ

Ｇｙａｏ
ＳｈｏｗＴｉｍｅ

（株）キャスティ（株）キャスティ

ＢＢＴＶ
ＴＶ Ｂａｎｋ

ＢＢＴＶ
ＴＶ Ｂａｎｋ

ＵＳＥＮＵＳＥＮ

東京電力東京電力

ソフトバンクＢＢソフトバンクＢＢ

ＮＴＴ東西
ＮＴＴコム

ＮＴＴ東西
ＮＴＴコム

イーアクセスイーアクセス イーアクセスイーアクセス

ＫＤＤＩＫＤＤＩ

ＢＢモバイル
参入予定

e-モバイル
参入予定

ＫＤＤＩＫＤＤＩ 光プラスＴＶ光プラスＴＶ ＫＤＤＩＫＤＤＩ

ウィルコムウィルコム

ぷららネットワークス
４ｔｈＭＥＤＩＡ

ぷららネットワークス
４ｔｈＭＥＤＩＡ

ケイ・オプティコムケイ・オプティコム ケイ・オプティコムケイ・オプティコム ケイ・オプティコムケイ・オプティコム ケイ・キャットケイ・キャット

Ｊ：ＣＯＭＪ：ＣＯＭ Ｊ：ＣＯＭＪ：ＣＯＭ Ｊ：ＣＯＭＪ：ＣＯＭ Ｊ：ＣＯＭＪ：ＣＯＭ

ウィルコムウィルコム

加入者回線保有グループ
長距離・国際・

企業通信

ブロードバンド
サービス

放送・映像配信
サービス

携帯電話

ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ

ボーダフォンボーダフォン

※各社HP等より総務省作成

旧パワードコム旧パワードコム

3/17 買収合意

■日本の通信市場における競争は、長距離通信におけるＮＴＴｖｓＫＤＤＩｖｓ日本テレコムを軸としたものから、ブロードバンド化の進展の中
で、ＮＴＴｖｓＫＤＤＩｖｓソフトバンクｖｓ電力系ｖｓＣＡＴＶを軸に展開。今後、携帯電話市場においても新規参入が見込まれ一層の競争が
進展する見込み。

■日本の通信市場における競争は、長距離通信におけるＮＴＴｖｓＫＤＤＩｖｓ日本テレコムを軸としたものから、ブロードバンド化の進展の中
で、ＮＴＴｖｓＫＤＤＩｖｓソフトバンクｖｓ電力系ｖｓＣＡＴＶを軸に展開。今後、携帯電話市場においても新規参入が見込まれ一層の競争が
進展する見込み。

ⅡⅡー３ー７ー３ー７ 通信市場における競争状況通信市場における競争状況
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◆ １９８５年の電気通信市場への競争原理の導入・電電公社の民営化後、ユニバーサルサービスである「電話役務」は、ＮＴＴ法に基く責務としてＮＴＴ（再編後
はＮＴＴ東・西と持株）が全国での提供を確保

◆ 地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東・西の内部相互補助のみによってユニバーサルサービスを維持
するのではなく、ＮＴＴ東・西以外の事業者にも応分のコスト負担を求めることとし、２００１年電気通信事業法を改正（ＮＴＴ法の責務規定は存置）

◆ 同改正の際に、ユニバーサルサービスを、国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべき電気通信役務と規定

◆ ＮＴＴ東・西の内部相互補助により行われてきたユニバーサルサービスのコストについて、これを客観的ルールにより算定し、ユニバーサルサービス設備と接
続等を行うことにより受益している他の電気通信事業者も応分のコスト負担を行う制度 （受益者負担制度）

◆ １９８５年の電気通信市場への競争原理の導入・電電公社の民営化後、ユニバーサルサービスである「電話役務」は、ＮＴＴ法に基く責務としてＮＴＴ（再編後
はＮＴＴ東・西と持株）が全国での提供を確保

◆ 地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東・西の内部相互補助のみによってユニバーサルサービスを維持
するのではなく、ＮＴＴ東・西以外の事業者にも応分のコスト負担を求めることとし、２００１年電気通信事業法を改正（ＮＴＴ法の責務規定は存置）

◆ 同改正の際に、ユニバーサルサービスを、国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべき電気通信役務と規定

◆ ＮＴＴ東・西の内部相互補助により行われてきたユニバーサルサービスのコストについて、これを客観的ルールにより算定し、ユニバーサルサービス設備と接
続等を行うことにより受益している他の電気通信事業者も応分のコスト負担を行う制度 （受益者負担制度）

制度導入の背景・目的

◆ ユニバーサルサービスの範囲

加入電話、公衆電話、緊急通報

◆ 携帯電話とブロードバンドサービスは、依然普及途上にあること
から、現時点では補填対象外（情報通信審議会平成17年10月）

携帯電話
- 事業者間の競争を通じたネットワーク整備の途上
- 固定電話の概ね２倍と料金水準が高く、固定電話を代替しえ

ない
- 未カバーエリアが存在し、その整備に要する投資額が大きい

ブロードバンドサービス
- 事業者間の競争を通じたネットワーク整備の途上
- 提供可能世帯数は増加しているものの、依然普及途上のサー

ビス（普及率：37％）

ユニバーサルサービスの範囲 ユニバーサルサービス制度の改正

収入に応じて拠出

ベンチマーク方式

番号利用数に応じて拠出

収入費用方式（相殺型）

黒字

赤字

相殺後に赤字が発生
した場合は補填

高コスト地域の
費用を補填

収入

費用

平均費用

費用

4.9％

↑
NTT東・西の
1回線当たり
収入/費用

↑
NTT東・西の
1回線当たり

費用

加入者回線数→ 加入者回線数→

事業法改正により制度化（平成１４年６月施行）。
（赤字が発生しなかったことから、これまで稼働せず。）

事業法改正により制度化（平成１４年６月施行）。
（赤字が発生しなかったことから、これまで稼働せず。）

平成１８年度から適用。
（新制度適用後３年を目途として見直しを行う）

平成１８年度から適用。
（新制度適用後３年を目途として見直しを行う）

ⅡⅡー３ー８ー３ー８ ユニバーサルサービス制度についてユニバーサルサービス制度について
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ⅡⅡー３ー９ー３ー９ 諸外国のユニバーサルサービス制度の概要諸外国のユニバーサルサービス制度の概要

注1： EU指令において、事業者によるユニバーサルサービス提供が不公平な負担となっている場合においては、コスト分担のための仕組み（基金制度等）を導入することとされている。なお、同

指令において、その範囲は加入電話、公衆電話、緊急通報、番号案内とされている（ブロードバンドサービスは対象外）。
注2： フランスは2005年6月末現在・回線数ベース、イタリアは2002年末現在・回線数ベース、韓国は2005年末現在・市内電話加入者数ベース、日本は2005年3月末現在・回線数ベースのデータ。
注3： 州の公益事業委員会が適格電気通信事業者を指定。同一地域で複数の事業者が補填を受けることも可能。
注4： 高コスト地域サポートの他、低所得者サポート（約832億円）、学校・図書館サポート（約1,810億円）、ルーラル医療機関サポート（約42億円）がある。このうち、学校・図書館サポートは、

ルーラル地域のインターネット接続や教室間LANのための電気通信サービス料金を減額するもので、ルーラル医療機関サポートは、ルーラル地域の医療機関に対して1.544Mbpsまでの帯

域を同一州の近隣都市と同等の料金で提供可能とするためサポートするものである。
注5： 為替レートは補填対象年度の毎月末時点のレートの平均（数字は日本銀行公表資料による）。
注6： エンドユーザーにサービス提供している事業者に限る。
注7： アメリカではFCCにおいて現行制度の見直しについて検討中。

国民生活に不可欠であるためあ

まねく日本全国における提供が

確保されるべきものとして、総務

省令で定める電気通信役務

すべての利用者がいつでもどこ

でも適正な料金で提供を受ける

ことができる基本的な電気通信

役務

一定の品質で、その所在地に

関わらず、社会的に特別の条

件も考慮の上、全ての顧客が

利用可能な最低限の要素とし

て定義されたサービス

利用可能な料金で一定の品質

を有する電話サービスの公衆

への提供

良質なサービスが公正、妥当

かつ低廉な料金で利用可能

全国全ての地域の消費者が都

市地域と合理的に同等の電気

通信・情報サービスに合理的に

同等の料金でアクセスできるこ

と

ユニバーサル

サービスの定義

電気通信番号数比電気通信事業収益比電気通信事業収益比電気通信事業収益比
電気通信事業収益比

（州際収益のみ）(注7)
基金への拠出方法

電気通信番号を指定された電気

通信事業者

（前年度収益が10億円を下回る

事業者は除く）

電気通信事業者

（収益が30億円を下回る

事業者は免除）

電気通信事業者

(収益が全事業者合計の1%に

満たない事業者は免除)

（注6）

電気通信事業者

（注6）

州際電気通信サービス

提供事業者
基金への拠出事業者

約110～170億円

（2006年度推計）

約65億円

（2004年度）

約44億円

（2001年度）

約45億円

（2004年度）

約3,807億円（注4）

（2004年度）
補填額 （注5）

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・番号案内

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・番号案内

・音声通話の利用（注4）

ユニバーサル

サービスの範囲

NTT東・西

（約98％）

KT

（約93％）

テレコムイタリア

（約99％）

フランステレコム

（約82％）

一定の要件を満たした

事業者(注3)

補填を受ける事業者

（固定電話サービスの

シェア（注2））

2001年2000年1997年1996年1996年制度創設

日 本韓 国イタリア（注1）フランス（注1）アメリカ

国民生活に不可欠であるためあ

まねく日本全国における提供が

確保されるべきものとして、総務

省令で定める電気通信役務

すべての利用者がいつでもどこ

でも適正な料金で提供を受ける

ことができる基本的な電気通信

役務

一定の品質で、その所在地に

関わらず、社会的に特別の条

件も考慮の上、全ての顧客が

利用可能な最低限の要素とし

て定義されたサービス

利用可能な料金で一定の品質

を有する電話サービスの公衆

への提供

良質なサービスが公正、妥当

かつ低廉な料金で利用可能

全国全ての地域の消費者が都

市地域と合理的に同等の電気

通信・情報サービスに合理的に

同等の料金でアクセスできるこ

と

ユニバーサル

サービスの定義

電気通信番号数比電気通信事業収益比電気通信事業収益比電気通信事業収益比
電気通信事業収益比

（州際収益のみ）(注7)
基金への拠出方法

電気通信番号を指定された電気

通信事業者

（前年度収益が10億円を下回る

事業者は除く）

電気通信事業者

（収益が30億円を下回る

事業者は免除）

電気通信事業者

(収益が全事業者合計の1%に

満たない事業者は免除)

（注6）

電気通信事業者

（注6）

州際電気通信サービス

提供事業者
基金への拠出事業者

約110～170億円

（2006年度推計）

約65億円

（2004年度）

約44億円

（2001年度）

約45億円

（2004年度）

約3,807億円（注4）

（2004年度）
補填額 （注5）

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・番号案内

・加入電話

・公衆電話

・緊急通報

・番号案内

・音声通話の利用（注4）

ユニバーサル

サービスの範囲

NTT東・西

（約98％）

KT

（約93％）

テレコムイタリア

（約99％）

フランステレコム

（約82％）

一定の要件を満たした

事業者(注3)

補填を受ける事業者

（固定電話サービスの

シェア（注2））

2001年2000年1997年1996年1996年制度創設

日 本韓 国イタリア（注1）フランス（注1）アメリカ
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ⅢⅢ ＮＨＫの在り方ＮＨＫの在り方

ⅢⅢー１ー１ ガバナンスの強化の方策ガバナンスの強化の方策

ⅢⅢ－１－１－１－１ ＮＨＫのガバナンスの現状ＮＨＫのガバナンスの現状

ⅢⅢ－１－２－１－２ 平成１８年度～２０年度平成１８年度～２０年度 ＮＨＫ経営計画（抜粋）ＮＨＫ経営計画（抜粋）

ⅢⅢー１－３ー１－３ ＢＢＣ経営委員会の改革案ＢＢＣ経営委員会の改革案

ⅢⅢ－１－４－１－４ ＢＢＣとＮＨＫのガバナンス（経営委員会等）についてＢＢＣとＮＨＫのガバナンス（経営委員会等）について

ⅢⅢ－１－５－１－５ 経営委員会の報酬について経営委員会の報酬について
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ⅢⅢ－１－１－１－１ ＮＨＫのガバナンスの現状ＮＨＫのガバナンスの現状

監 事監 事
監査報告

監事の任命

業務遂行状況
の監査

外部監査

ＮＨＫ業務点検・
経理適正化委員会

放送番組審議会放送番組審議会

ＮＨＫ”約束”評価委員会

○事業運営の目標“約束”の達成状況や成果
を評価・報告

○中央放送番組審議会、
地方放送番組審議会（全

国８地域）、国際
放送番組審議会を設置

会長の任免
副会長・理事任免の同意
経営方針等重要事項の決定

議決事項の提案
業務遂行状況の報告

○外部監査法人（新日本監査
法人）による外部監査を実施

○コンプライアンス活動の推進と経理
適正化施策等について助言・提言

○教育、文化、科学、産業その他各分野から
成る１２人の委員により組織

○委員長：石原邦夫
（東京海上日動火災保険㈱代表取締役社長）

○ＮＨＫの子会社に
対しても調査権あり

放送番組の適正を図るた
め、放送 番組全般につい
て審議・答申

経営委員会経営委員会

＜執行部（理事会）＞

会長、副会長、理事

＜執行部（理事会）＞

会長、副会長、理事

国 民 ・ 視 聴 者

国 会

政 府

Ｎ Ｈ Ｋ

会計
検査院

代 表

予算・事業
計画の承認

経営委員
任免の同意

・予算・事業計画の提出（総務大臣意見添付）
・決算の提出、検査報告
・業務報告書の報告（総務大臣意見添付）
・経営委員任免の同意を求める。

決算の検査報告

決算書の回付

・経営委員の任免
（内閣総理大臣が任免）

・受信契約条項等の認可 等

・予算・事業計画の提出
・決算・業務報告書の提出 等

決
算
の
検
査

5656
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ⅢⅢ－１－２－１－２ 平成１８年度～２０年度平成１８年度～２０年度 ＮＨＫ経営計画（抜粋）ＮＨＫ経営計画（抜粋）

◆ 視聴者のみなさまの視点に立った事業運営の推進と執行部の活性化を図るため、外部の人材を役員に起用するこ
とを検討します。

◆ 視聴者のみなさまの意向をより迅速に事業運営に反映させるため、「NHK“約束”評価委員会」の評価を積極的に
活用するとともに、組織のフラット化を進め、現場第一線と執行部との距離を短縮します。

◆ 透明性の高い事業運営を行うため、情報の公開をより積極的に行います。
・経営情報の公開を進めるため、執行部の審議の場である理事会の議事録を充実し、ホームページに掲載します。
・NHKは、放送の自由・表現の自由を確保しつつ、説明責任をしっかりと果たしていく観点から、受信料の使途など
の情報を、より積極的に公開する取り組みを推進します。

◆ 内部統制に関する専門性をもつ弁護士、公認会計士で構成する「NHK業務点検・経理適正化委員会」から、内部統
制に関する評価について定期的に報告を受けて、新たな措置を行うなど、コンプライアンスの推進に不断に取り組
みます。

経営委員会のガバナンスの強化
◆ 経営委員会に「評価・報酬部会」を設置し、執行部に対する目標管理・業績評価を導入し、評価結果をその処遇
に反映します。
また、評価にあたっては、視聴者のみなさまの視点に立った評価を行う「NHK“約束”評価委員会」の評価シス

テムを活用します。
◆ 経営委員会は、会長、理事のほか各部局等へのヒアリングを行うなどにより、執行部の事業運営に対する監督を
強化します。

◆ 経営委員会は、必要に応じ、「指名委員会」を設置し、会長・監事の任命、副会長・理事の任命同意に関する検
討、審議を行います。

◆ 経営委員会の業務を的確に行うため、監事との連携をさらに強化し、また専門性のあるスタッフを中心に事務局
体制を強化します。

経営委員会の説明責任を果たす透明性の向上
◆ 視聴者のみなさまとの結びつきを強化するため、経営委員会の活動内容をより積極的に公表、説明します。

＜ｉ＞経営委員会の機能強化

（2）コーポレート・ガバナンス（企業統治）の改革

＜ｉｉ＞執行部の改革
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女王
助言

新サービス
の承認

任命

政府

ＢＢＣ経営委員会
（Board of Governors）

説明・
報告

ＰＳＢＣ※

（第三者機関）

新サービスに係る市場影響審査

ＢＢＣトラスト
（Trust）

執行役員会

（Executive Board）

執行役員会

（Executive Board）

説明・
報告

女王助言

任命

政府

OfcomOfcom Ofcom

役員会

（Board）

役員会

（Board）

会長
任命

・監督
・新サービスの承認

問題点（出典：Green Paper）
・政府の介入が強化され、ＢＢＣの独立性が損なわれるおそれ
・ＢＢＣの現場から監督機関が乖離するおそれ

現行経営委員会 構想段階
（文化・ﾒﾃﾞｨｱ・ｽﾎﾟｰﾂ省の諮問委員会報告書）

White Paper

・監督
・会長任命

・監督
・会長任命
・新サービスの承認

任命

※ＰＳＢＣ：

Public Service

Broadcasting Commission

過半数が社外役員 1/3以上、過半数以下が社外役員

執行部

（Executive Board）

政府

ⅢⅢ－１－３－１－３ ＢＢＣ経営委員会の改革案ＢＢＣ経営委員会の改革案

説明・
報告
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ⅢⅢ－１－４－１－４ ＢＢＣとＮＨＫのガバナンス（経営委員会等）についてＢＢＣとＮＨＫのガバナンス（経営委員会等）について

「平成１８～２０年度 ＮＨＫ経営計画」において、
「外部の人材を役員に起用することを検討」する旨記
載

【ＢＢＣトラストで追加された事項】
執行役員会（Executive board）1/3以上、過半数
以下が社外役員

（参考２）
執行部の構成

・毎年の受信料の国会承認

・毎年の予算・事業計画の国会承認

・文化・メディア・スポーツ大臣が受信料を決定

・文化・メディア・スポーツ大臣との間で、ＢＢＣの業務
の大枠等を定めた10年間の協定書を締結（国会承認）

（参考１）
政府・国会
との関係

・事務局スタッフ５名・事務局スタッフ32名

・事務局長（理事）を外部出身者から登用

・経営委員会及び事務局を執行部と異なる場所に設置

事務局

・執行部の長の任命、長以外の任命同意

・毎年の予算の議決

・毎年の事業計画の議決

・毎年の業務報告書の議決

・監事の任命
・評価・報酬部会、指名委員会を新たに設置

（H18.4.11）
・経営委員及び執行部の報酬等を決定

・業務の監視監督

・執行部の任命

・毎年の予算を承認

・ＢＢＣの事業計画を決定

【ＢＢＣトラストで追加された事項】

・新サービスの承認

・年次報告書の大臣提出

・経営委員会内に５つの小委員会を設置（番組苦情、公正
取引、監査、報酬、財産管理）

・上記の報酬小委員会で、執行部の報酬等を決定。
なお、経営委員の報酬等は、文化・メディア・スポーツ
大臣が決定

主要な
権限・業務

・内閣総理大臣から任命された全国4名、地域代
表8名からなる12名の非常勤委員

・女王から任命された全国9名、地域代表3名からなる計12
名の非常勤委員（ただし、委員長は事実上の常勤）

・委員の公募（政府全体の公募手続に従う）
委員

放送法女王から下賜される特許状設置根拠

ＮＨＫ経営委員会ＢＢＣ経営委員会

注：下線は、ＢＢＣとＮＨＫの間で大きな差異がある部分。
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○ 調査・資料費 実費支給
○ 旅 費
・ 日 当 ３千円／日（出張日数に応じて支給）
・ 宿泊料 １万５千円／１泊
・ 交通費 実態に応じて支給

○ 月報酬（会議手当×勤務日数）
委 員 長 ３９６，０００円
委員長代行 ３５６，４００円
委 員 ３１６，８００円

※ 委員会を欠席した場合は、欠席日数相当分を減額する。

○ 特別報酬（年２回 上期、下期）
委 員 長 ７９２，０００円 × ２回
委員長代行 ７１２，８００円 × ２回
委 員 ６３３，６００円 × ２回

※ １回につき、月報酬に「２」を乗じた額

▼ 年間報酬概算（月報酬×１２か月＋特別報酬）
委 員 長 ６，３３６，０００円（4,752,000円＋1,584,000円）
委員長代行 ５，７０２，４００円（4,276,800円＋1,425,600円）
委 員 ５，０６８，８００円（3,801,600円＋1,267,200円）

※ 委員会を欠席した場合は、欠席日数相当分を減額。

特別報酬は
月報酬の４か月分

※経営委員会は１回２時間程度、
概ね月２回開催

ⅢⅢ－１－５－１－５ 経営委員会の報酬について経営委員会の報酬について

※平成17年度に20%削減。平成18年度にさらに前年度比で10％削減。
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ⅢⅢー２ー２ 組織の在り方組織の在り方

ⅢⅢ－２－１－２－１ ＮＨＫ組織図（平成１８年度）ＮＨＫ組織図（平成１８年度）

ⅢⅢ－２－２－２－２ ＮＨＫの公共的役割ＮＨＫの公共的役割

ⅢⅢ－２－３－２－３ 地上テレビ放送用電波地上テレビ放送用電波割当てチャンネル数割当てチャンネル数

ⅢⅢ－２－４－２－４ テレビテレビ放送の目的別種類による放送時間比率放送の目的別種類による放送時間比率
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ⅢⅢー２－１ー２－１ ＮＨＫ組織図（平成１８年度）ＮＨＫ組織図（平成１８年度）

経営委員会

監 事

事務局

会 長

理事会

監 査 室

考 査 室

コンプライアンス室

秘 書 室

総合企画室

制 作 局

報 道 局

放送技術局

国際放送局

海外総支局

視聴者サービス局

広 報 局

営 業 局

労務・人事室

技 術 局

経 理 局

総 務 局

研 究 所

放 送 局

放送総局

視聴者総局

編 成 局

放送文化研究所
放送技術研究所

事務局

※平成１９年度、労務・人事室と総務局を
統合する予定（本部の「局」の数：２０）
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ⅢⅢー２ー２ー２ー２ ＮＨＫの公共的役割①ＮＨＫの公共的役割①

１ 放送の全国普及 
 

○ ＮＨＫ 
「あまねく全国において受信できるように措置を 
しなければならない。」（放送法第９条第５項） 

 
    （例） 北海道における地上テレビジョン放送の世帯カバー率及び無線局数 
              ＮＨＫ：約99.4％、211局     民放事業者：約89.4％～約98.3％、83局～169局 

 

２ 良質な放送番組の提供 
 

○ 分野別番組比率（再免許時の免許条件） 
        ＮＨＫ総合：教育10％ 教養20％      民放：教育10％ 教養20％ 
        ＮＨＫ教育：教育75％ 教養15％      
 
○ 字幕付加可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合（平成16年度実績） 

                ＮＨＫ総合 89.5％      在京キー局 31.2％～66.3％ 

 

３ 放送技術の開発 
 

○ ＮＨＫ放送技術研究所の研究予算額：107億円 
○ 特許権及び実用新案権保有総数：1,085件 
○ ＮＨＫ技術研究所 

（職員数286人、うち研究員259人） 
 

民放
「あまねく受信できるように努めるものとす
る。」（同法第２条の２第６項）

４ 国際放送（短波・映像）の実施
○ 短波国際放送
・昭和10年開始（運営総経費90億円 うち政府交付金23億円）
・放送時間 １日延べ65時間（22言語）

○ 映像国際放送
・平成７年開始（運営総経費29億円）
・１日24時間（日本語、英語）
・在留邦人の居住地域をほぼ100％カバー
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ⅢⅢー２ー２ー２ー２ ＮＨＫの公共的役割②ＮＨＫの公共的役割②

番組に対する視聴者の意見番組に対する視聴者の意見番組に対する視聴者の意見

出典 ： ＮＨＫ放送文化研究所放送研究と調査２００５年８月号「日本人とテレビ ２００５年」

26.8

34.2

7.7

43.5

4.5

25.1

16.5

20.2

18.9

60.4

60.4

11.0

24.8

18.0

20.2

17.3

0.0 20.0 40.0 60.0

地域の出来事や話題を、よく伝えている

教養番組に、興味深いものがある

報道番組が中立・公正である

報道番組の掘り下げ方が深い

事件や災害が起きたときの対応が速い

娯楽番組に、おもしろいものがある

自分の気持ちにぴったり合う番組がある

新鮮な感じのする番組がある

０

ＮＨＫ

民 放
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ⅢⅢー２ー３ー２ー３ 地上テレビ放送用電波地上テレビ放送用電波割当てチャンネル数割当てチャンネル数

1022茨城県

1
1
1
1

1
1
1
1
1
1

1
1
1
1
1
1
1
1

ＮＨＫ総合ＮＨＫ総合

アナログ親局アナログ親局

4
1
1
1
4
2
4
3
4
4
2
1
1
1
1
1
1

5
4
4
3
4
4
3
5

民放民放

6
3
2
3

5
5
2
5
6
2
2
3
3
1
2
3

6
6
7
3
6
5
33

ＮＨＫ教育ＮＨＫ教育

5
3
1
3

4
4
1
4
5
1
2
3
3
1
2
3

5
5
5
2
5
4
32

ＮＨＫ総合ＮＨＫ総合

アナログ中継局アナログ中継局

放送対象地域放送対象地域

8福井県

三重県

愛知県

岐阜県 15
5
15
20静岡県

中京広域圏※２

16石川県

3富山県

13新潟県

26長野県

7埼玉県

11群馬県

13千葉県

20山形県

1全国

159北海道

10青森県

26岩手県

8宮城県

15秋田県

2
12
18

17

23

民放民放

神奈川県

東京都

栃木県

山梨県

関東広域圏※１

福島県

ＮＨＫ教育ＮＨＫ教育

33

23

民放民放ＮＨＫ総合ＮＨＫ総合ＮＨＫ教育ＮＨＫ教育

アナログ中継局アナログ中継局アナログ親局アナログ親局
放送対象地域放送対象地域

民放民放ＮＨＫ総合ＮＨＫ総合ＮＨＫ教育ＮＨＫ教育

808066193193226226127127414111合計合計ﾁｬﾝﾈﾙ数ﾁｬﾝﾈﾙ数

136731沖縄県

55131441鹿児島県

42321宮崎県

167831大分県

82341熊本県

205641長崎県

11211佐賀県

204551福岡県

73431高知県

1香川県

257841愛媛県

11211徳島県

25
23

5
1岡山県

237831山口県

328941広島県

1島根県

111大阪府

153311京都府

245511兵庫県

1
1
1

1

3

1
1

1
4

2
3
1

2

2
3
1

1

16

15
5

9

和歌山県

奈良県

滋賀県

鳥取県

近畿広域圏※１

※１ 「関東広域圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の各区域を併せた区
域をいう。

※２ 「中京広域圏」とは、岐阜県、愛知県及び三重県の各区域を併せた区域をいう。
※３ 「近畿広域圏」とは、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県の各区域を併せた区域をいう。
※４ 「アナログ中継局」の数は、「放送用周波数使用計画」で規定されたチャンネル（空中線電力10W（UHF帯に

ついては30W）を超える中継局のチャンネル）の数を示す。
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ⅢⅢー２ー４ー２ー４ テレビ放送の目的別種類による放送時間比率テレビ放送の目的別種類による放送時間比率

１９．７％

３２．２％

２１．４％

５５．９％

４．７％

５０．８％

報道番組報道番組

３７．８％

２２．３％

２３．９％

１０．３％

０．０％

１５．６％

娯楽番組娯楽番組

（BS-hi）

（BS-2）

（BS-1）

（教育）

（総合）

２４．６％

３２．９％

２３．１％

２０．６％

１５．２％

２２．６％

教養番組教養番組

１１．０％

ＮＨＫ

８０．１％

１３．２％

１２．４％地 上 民 放

１２．６％

３１．６％

教育番組教育番組

※ 平成１６年度の比較。NHKは平成16年度業務報告書、民放は各社報告より総務省作成。

（注） 放送法（昭和２５年法律第１３２号） 第２条
五 「教育番組」とは、学校教育又は社会教育のための放送の放送番組学校教育又は社会教育のための放送の放送番組をいう。
六 「教養番組」とは、教育番組以外の放送番組で教育番組以外の放送番組であつてあつて、国民の一般的教養の向上を直接の目的とするもの、国民の一般的教養の向上を直接の目的とするものをいう。

（参考）

NHK（総合・BS-1）、民放については、再免許の条件等において、教育番組10%以上、教養番組20％以上を確保することと

されている。
NHK（BS-2）については、認定に際して、教育番組30%以上、教養番組20%以上を確保することとされている。
NHK(教育）については、再免許の条件において、教育番組75％以上、教養番組15％以上を確保することとされている。
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ⅢⅢー３ー３ 受信料の在り方受信料の在り方

ⅢⅢ－３－１－３－１ 各国の受信料額（年額）各国の受信料額（年額）

ⅢⅢ－３－２－３－２ 主要国公共放送の強制徴収及び罰則制度主要国公共放送の強制徴収及び罰則制度

ⅢⅢー３－３ー３－３ 過去の受信料制度検討過去の受信料制度検討



6868

※１ １ポンド＝200円、１ユーロ＝135円、1韓国ウォン＝0.1円で円換算。
※２ 日本については、地上カラー（カラー契約）及び衛星カラー（衛星カラー契約）の訪問集金における額。

（ＮＨＫ資料等を基に作成）
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ⅢⅢー３ー１ー３ー１ 各国の受信料額（年額）各国の受信料額（年額）
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ⅢⅢー３ー２ー３ー２ 主要国公共放送の強制徴収及び罰則制度主要国公共放送の強制徴収及び罰則制度

×

・電力公社のデータベー

スを活用

（1994年から、電力公社

が電気料金とともに徴

収（委託））

・販売店などの売上帳簿

を活用

・住民票の登録データを

活用

・住居税の住所ファイル

を活用

・電器店などからの通報

義務あり

・郵便局の住所ファイル

を活用

・電器店、レンタル店等

からの通報義務あり

外部情報の活用

×

×

○

○

○

○

96.7％

・受信料未納の場合は割増金制度

あり

・テレビ受像機の未登録には、１

年分の受信料相当額の追徴金賦

課制度あり

○
受信料

（ＫＢＳ）
韓国

70.4％・延滞金・割増金制度あり×
受信料

（ＮＨＫ）
日本

○

○

○

×

強制徴収

受信料

（ＲＡＩ）

受信料

（ＡＲＤ、ＺＤＦが
共同で設立したＧＥ
Ｚ（受信料徴収セン
ター））

受信機使用税

（政府）

受信許可料

（ＢＢＣ）

受信料等の位置づけ

(支払の相手方)

94.2％
（推定）

・2005年から、受信料を住居税と

一括徴収

・正確な届出をしない場合等は、

１５０ユーロの罰金

フランス

91.8％

・１ヶ月超の届出遅滞及び６ヶ月

以上の滞納に対し、１千ユーロ

以下の過料

・また、州放送協会の告訴に基づ

き訴追

ドイツ

77.0％
・受信料未納に対し、最高６１９

ユーロの罰金

・延滞金制度あり

イタリア

94.3％

・無許可受信者は、略式起訴によ

る有罪判決に基づき１千ポンド

以下の罰金

・罰金未納の場合は刑務所収監

イギリス

徴収比率罰則等
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ⅢⅢー３ー３ー３ー３ 過去の受信料制度検討①過去の受信料制度検討①

臨時放送関係法制調査会答申（Ｓ３９年９月）抜粋 
 

  受信料は、上述のようなＮＨＫの業務を行うための費用の一種の国民的な負担であって、法律により国がＮＨＫにその徴収権を認めたもの

である。国がその一般的な支出に当てるために徴収する租税ではなく、国が徴収するいわゆる目的税でもない。国家機関ではない独特の法人

として設けられたＮＨＫに徴収権が認められたところの、その維持運営のための「受信料」という名の特殊な負担金と解すべきである。 

 

昭和55年03月17日 参・予算委員会 内閣法制局長官 答弁 
 

「現行法でも民放とは別にいわばナショナルミニマムとしての公共的放送の享受を国民に保障する必要があるという考え方を基礎といたし

まして、その公共的放送をＮＨＫの業務として行わせるための一種の国民的な負担として受信料をとらえているわけであります。」 
 
 
 

ニューメディア時代における放送に関する懇談会報告書（Ｓ６２年４月）抜粋 
 

このような受信料制度は、次のような点に意義があると認められる。 

 （ア）財源を幅広く国民全体に直接求めることにより、公共放送の高度な自主性、中立性を財政面から支えていること。 

 （イ）受信契約締結の義務はあっても、それが罰則等によって担保されたものでないだけに、ＮＨＫが受信料を相当程度収納して存続して

いくためには、その放送を中心とする業務全般について、大多数の国民から支持、承認を得ることが不可欠となり、このことがＮＨＫ

に対しその放送を通じて不断に国民の要望、期待にこたえるような経営努力を促すことになること。 

 （中略） 

受信料制度は、今後ともＮＨＫの財源方式としてふさわしいものと考えられる。 
  
 
 

放送の公共性に関する調査研究会報告（Ｈ２年７月）抜粋 
 

  ＮＨＫの基本的財源である現行受信料制度については、種々の問題が指摘されている。しかしながら、それに代わるべき財源、例えば、国

からの交付金制度、広告料方式、有料方式等様々な方式が考えられるが、いずれも慎重な検討が必要であり、今後とも現行の受信料制度を基

本とし、その中で財源問題の解決のための努力を行っていく必要がある。 
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ⅢⅢー３ー３ー３ー３ 過去の受信料制度検討②過去の受信料制度検討②

ＮＨＫ受信料に関する過去の放送法改正案について 

 S41 年（第 51 回国会） S55 年（第 91 回国会） 

改正内容 ○ 受信料支払いの義務化（罰則なし） 

受信設備の設置者に対する「受信契約の締結義務」

を「受信料の支払い義務」に変更 

→ 「契約」という用語が契約しなければ支払う必要

がないという誤解を招くことを回避 

 

（参考） 

※臨時放送法制調査会答申（S39.9.8） 

「現行法が受信料の負担関係を受信契約の強制とい

う形で表現している点については、法律をもつて直接

に生ずる支払い義務として規定する方が簡明でよい

と考える。」 

 

 

○ 受信料支払いの義務化（罰則なし） 

同左 

 

 

 

○ 受信設備設置日等の通知の義務化（罰則なし） 

受信設備の設置者に対する「受信設備の設置日等の

NHK への通報義務」を規定 

→ 受信者の実態把握の円滑化 

 

○ 受信料の延滞金及び割増金の法定（罰則なし） 

受信料の支払いを怠った者に対する「延滞金」及び

不法に受信料の支払いを免れた者等に対する「割増

金」の徴収を規定 

→ 現行の受信規約においても「延滞利息」及び「割

増金」として規定 

国会審議状況 ○ 本改正案は、上記のほか、放送事業の事業免許制の導

入等を内容としていたところ、自民党及び社会党から共

同修正案が出されたが、最終的に合意に至らず、会期末

を迎え廃案となった。 

 

 

○ 国会に提出後、衆議院解散（S55.5）に伴い、審議さ

れることなく、廃案。 

 

（注） 本国会以降については、S55 年５月に行われた受

信料の値上げ後の動きを見つつ引き続き検討とし、

再提出されなかった。 
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ⅢⅢー４ー４ 国際放送について国際放送について

ⅢⅢ－４－１－４－１ 国際放送の各国における定義国際放送の各国における定義

ⅢⅢ－４－２－４－２ 海外中継局の契約形態海外中継局の契約形態
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日本韓国仏国独国英国

ⅢⅢ－４－１－４－１ 国際放送の各国における定義国際放送の各国における定義

協会の目的は、次のとお
りである。

（ａ）・・・その他イギリ
ス連邦内並びに海外の他の
諸国及び諸地域における受
信のために提供する（この
ようなサービスを以下
「ワールドサービス」とい
う。）こと。

（特許状第３条）

・・・協会は、外務省と
の合意に基づいてワールド
サービスの運用に関する一
般的な長期目的を公表し、
その中に国際及び国内情勢
の進展を取材する正確で、
偏見にとらわれない、かつ、
独立したニュース報道の提
供、これらの情勢進展につ
いての均衡のとれたイギリ
スの見解の提示並びにイギ
リスの生活、制度及び業績
を正確かつ効果的に表示す
るものを含めなければなら
ない。

（協定書第９条９．４）

ＤＷは、海外の聴取者
及び視聴者に対して、ラ
ジオ放送及びテレビ放送
を提供しなければならな
い。

（ＤＷ法第３条）

ＤＷの行う放送によっ
て、欧州の伝統における
文化的国家及び自由で民
主的な立憲国家としての
ドイツの姿を伝えること
が想定されている。それ
らは、異なる文化及び国
民の思想の理解及び交換
を向上することを目的と
して、重要な事項、主と
して政治、文化及び経済
の分野における重要事項
に関するドイツ国民（及
び他国民）の見解を議論
するための場を欧州及び
他の地域に提供すべきで
ある。その場合において、
ＤＷは、特にドイツ語を
普及促進させなければな
らない。

（ＤＷ法第４条）

公社は、次の各号の業
務を行う。

１．～４．（略）

５．国が必要とする対外
放送（国際親善及び理解
増進並びに文化・経済交
流等を目的とする放送）
及び社会教育放送（外国
に居住する韓民族を対象
とした民族の同質性を増
進する目的で行う放送）
の実施

（韓国放送法第５４条）

協会は、国際放送の放
送番組の編集及び放送若
しくは受託協会国際放送
の放送番組の編集及び放
送の委託又は外国放送事
業者若しくは外国有線放
送事業者に提供する放送
番組の編集に当たっては、
我が国の文化、産業その
他の事情を紹介して我が
国に対する正しい認識を
培い、及び普及すること
等によって国際親善の増
進及び外国との経済交流
の発展に資するとともに、
海外同胞に適切な慰安を
与えるようにしなければ
ならない。

（放送法第４４条）

ラジオ・フランス・ア
ンテルナショナルと称す
る国有番組会社は、外国
人聴取者並びに国外に居
住するフランス人向けに
フランス語又は外国語に
よるラジオ放送を起案し
番組編成することによっ
て、フランス文化の普及
に寄与することを任務と
する。同社はフランスと
世界の現状に関する報道
の使命を保証する。

（通信の自由に関する１
９８６年９月３０日付け
法律第８６－１０６７号
第４４条）
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7.0H
（借用のみ）

－

ｱﾗﾌﾞ首長国連邦
ﾀﾞﾊﾞﾔ中継局

借用

ダバヤ
中継

8.5H
借用：6.5H
交換：2.0H

BBC
（ｲｷﾞﾘｽ放送協会）

英領ｱｾﾝｼｮﾝ島
ｱｾﾝｼｮﾝ中継局

借用及び交換

アセンション
中継

3.0H
（借用のみ）

17.0H
借用：9.0H
交換：8.0H

10.0H
(借用のみ)

7.0H
（借用のみ）

7.5H
（交換のみ）

9.0H
借用：3.0Ｈ
交換：6.0Ｈ

5.0H
（借用のみ）

中継時間
（1日）

－BBC
（ｲｷﾞﾘｽ放送協会）

－－
RFI

(ﾗｼﾞｵ・ﾌﾗﾝｽ･ｱﾝﾃﾙﾅｼ
ｵﾅﾙ)

RCI
(ﾗｼﾞｵ･ｶﾅﾀﾞ･ｲﾝﾀｰﾅ
ｼｮﾅﾙ)
※RCIは、CBCの国
際放送部門

－

交換中継
協定相手先

Radio
Netherlands

（ﾗｼﾞｵ･ﾈｰﾃﾞﾙﾗﾝﾄﾞ）
VT Communications社SLBC

（ｽﾘﾗﾝｶ放送協会）
－CBC

（カナダ放送協会）

ｱﾌﾘｶﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ
社

借用中継
契約相手先

Radio
Netherlands

（ﾗｼﾞｵ･ﾈｰﾃﾞﾙﾗﾝﾄﾞ）

VT Communications社
(VTCommunications社は、英国の送信事業者。BBC等の国際放送に係る送信
業務を実施。)

SLBC
（ｽﾘﾗﾝｶ放送協会）

TDF社
（TDF社は送信事業
者で、ﾗｼﾞｵ･ﾌﾗﾝｽ･ｱﾝ
ﾃﾙﾅｼｵﾅﾙの送信設
備の運用・管理会社）

CBC
（カナダ放送協会）

ｱﾌﾘｶﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ
社
（ｶﾞﾎﾞﾝ共和国の
ﾗｼﾞｵ局）

施設運営者

蘭領ﾎﾞﾈｰﾙ島
ﾎﾞﾈｰﾙ中継局

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ｸﾗﾝｼﾞ中継局

ｲｷﾞﾘｽ
中継局

ｽﾘﾗﾝｶ ｴｶﾗ
中継局

仏領ｷﾞｱﾅ
ﾓﾝｼﾈﾘ中継局

ｶﾅﾀﾞ ｻｯｸﾋﾞﾙ
中継局

ｶﾞﾎﾞﾝ ﾓﾔﾋﾞ
中継局

施設名

借用借用及び交換借用借用交換借用及び交換借用中継方式

ボネール
中継

シンガポール
中継

イギリス
中継

スリランカ
中継

ギアナ
中継

カナダ
中継

ガボン
中継

区分

・交換中継･･･交換中継協定に基づき、ＮＨＫ及び海外放送事業者の双方が、お互いに自ら保有或いは借用等の契約する送信所を使用して、
それぞれ同時間、相手側事業者の放送番組を送信。
・借用中継･･･契約に基づき海外中継局を借用して放送番組を送信。

ⅢⅢ－４－２－４－２ 海外中継局の契約形態海外中継局の契約形態


